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はじめに

わが国の障がい福祉施策は、障がいの有無にかかわらず，等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるという理念にのっとり，全ての国民が，障がいの有無によって分け隔てられることなく，相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現を目指しています。
座間市においてもこの理念のもと平成１５年３月より「障害者計画」を、また、平成１８年度の障害者自立支援法施行に基づき「障害福祉計画（第一期）」を策定し、その時代に即した改定を行ってまいりました。
前回平成２４年度において両計画を改定してから今回の改定までに障害者差別解消法（平成25年法律第65号）や、障害者優先調達推進法（平成24年法律第50号）が制定されるなど、近年においては障がい者の自立と社会参加を促進するための施策を総合的かつ計画的に実施することが求められております。今後も引き続き地域生活を支える体制づくりや安定したサービスの提供に努めてまいり、「支え合い　思いやりに満ちた　やすらぎのまち」づくりにまい進することをお誓い申し上げます。
結びになりますが、今回の計画改定にあたり、貴重なご意見、ご提言をいただきました関係各位に深く感謝申し上げ、発刊のことばとさせていただきます。




平成27年3月


座間市長　遠藤三紀夫















「障がい者」等の表記について

本計画では、本市の考え方に基づき「害」という漢字の否定的なイメージに配慮し、「障害者」などの「害」の字の表記について、可能な限りひらがなで表記しました。ただし、国の法令や法令上の規定、団体や施設名等の固有名詞については、引き続き漢字で表記をしています。このため、本計画では「がい」と「害」を使い分けています。
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[bookmark: _Toc410916119]１　計画見直しの趣旨
座間市では「全ての国⺠が、障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有するかけがえのない個人として尊重されるものであるとの理念にのっとり、全ての国⺠が、障害の有無によって分け隔てられることなく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」とする障害者基本法に基づき、平成24年度から平成26年度を計画期間として、「座間市障害者計画」及び平成18年４月に施行された障害者自立支援法に基づく「座間市障害福祉計画」を第三期の計画として策定し、障がい者福祉施策を推進してきました。
このような中、近年、障がいの重度化と高齢化が進む中で、福祉二一ズはますます複雑多様化しており、私たちを取り巻く社会生活において、障がいのある人もない人も、ともにいきいきと生活できるまちづくりが求められています。
国は平成19年に、国際連合が採択した「障害者の権利に関する条約」に署名しました。この条約は、障がい者の人権及び基本的自由の享有を確保し、障がい者の固有の尊厳の尊重を促進することを目的として、障がい者の権利の実現のための措置等について定める条約で、障がいに基づくあらゆる差別の禁止や、障がい者の権利・尊厳を守ることをうたったもので、市民的・政治的権利、教育・保健・労働・雇用の権利、社会保障、余暇活動へのアクセスなど、様々な分野における障がい者の権利実現のための取組を締約国に対して求めています。
その後、障害者権利条約の批准に向けた国内法の整備が進められ、平成23年に改正された障害者基本法では、障がい者の定義が見直されるとともに、「障害者が他の者との平等を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有し、⼜は⾏使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した⼜は過度の負担を課さないもの」（障害者の権利に関する条約第２条）とする障がい者に対する合理的配慮の概念が盛り込まれました。
さらに平成25年には、障がい者の範囲に難病患者等を追加し、重度訪問介護の対象拡大、ケアホームのグループホームへの一元化など、平成18年に施行された障害者自立支援法を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」に改正し、施行されました。
その他にも「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」（平成24年10月）、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」（平成25年4月）、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」（平成25年6月）が制定されるなど、この10年の間に、障がい者施策に関係する数多くの法律が制定されています。
これらを踏まえて、県においては、平成25年度に「かながわ障害者計画」が策定され、障がい者施策を総合的に推進しています。
本計画は、こうした障がいのある人を取り巻く環境の変化に対応するとともに、本市の障がい者福祉施策をより具体的で実効性のあるものとして実施していくために、障害者基本法に基づく「市町村障害者計画」と、障害者総合支援法に基づく第四期の計画として「市町村障害福祉計画」を見直し、一体的に策定するものです。


【障害福祉施策に関する主な法律の施行等】
	年
	主な法律の施行等
	内容

	2007
	平成19年
	「障害者の権利に関する条約」署名
	障がい者の人権、基本的自由の享有の確保、障がい者の固有の尊厳の尊重を促進するため、障がい者の権利を実現するための措置等を規定

	2010
	平成22年
	「障害者自立支援法」「児童福祉法」の一部改正
	発達障がいが、障害者自立支援法及び児童福祉法の対象になることが明確化

	2011
	平成23年
	「障害者基本法の一部を改正する法律」施行
	障がい者の権利擁護を目指し、国や企業などに対し、障がいがある人の社会参加を妨げたり日常生活を制約したりする「社会的障壁」を取り除くよう求める

	2012
	平成24年
	「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律」施行
	障がい者の虐待の予防と早期発見、及び養護者への支援を講じるための法律

	2013
	平成25年
	「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」施⾏
	障害者自立支援法を障害者総合支援法とし、障がい者の範囲に難病患者等を追加。重度訪問介護の対象拡大、ケアホームのグループホームへの一元化など

	2013
	平成25年
	「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」施行
	国等による障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関し、障がい者就労施設等の受注の機会を確保するために必要な事項等を定め、障がい者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進を図るなど

	2013
	平成25年
	「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」成⽴
（平成28年4月施行予定）
	障がいを理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関事業者等における措置等を定め、障がいを理由とする差別の解消を推進するなど

	2014
	平成26年
	「障害者の権利に関する条約」批准
	障がい者の人権、基本的自由の享有の確保、障がい者の固有の尊厳の尊重を促進するため、障がい者の権利を実現するための措置等を規定






[bookmark: _Toc410916120]２　計画の位置づけ

本計画は、障害者基本法第11条第3項に規定する「市町村障害者計画」と障害者総合支援法第８８条第１項に規定する「市町村障害福祉計画」(第四期)に相当するものです。
「座間市障害者計画」は、国や県の障害者計画を基本とする計画であるとともに、「第四次座間市総合計画」の基本構想のもと、福祉の分野における部門別計画として策定されている「座間市福祉プラン」の個別計画です。
「座間市障害福祉計画」は、国が定める基本指針に即し、「座間市障害者計画」の生活支援の部分にあたる障害福祉サービスや相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に関する計画です。
両計画は、座間市地域福祉計画ほか保健・医療・福祉分野の計画及びそれ以外の関連分野の計画との整合性を図るよう努めました。

	
	障害者計画
	障害福祉計画

	根拠法令
	障害者基本法
（平成２３年８月５日一部改正法施行）
	障害者総合支援法
（平成25年4月1日施行）

	性　　格
	・障害者の自立及び社会参加の支援等のための施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、障害者のための施策に関する基本的な計画（障害者基本法第11条第１項）
・長期的な見通しにたって効果的な障がい者施策の展開を図る計画
	・各年度における障害福祉サービスごとに必要な見込量を算出し、その見込量を確保するための方策を定める計画

	位置づけ
	国の「障害者基本計画」を基本とした座間市総合計画の部門計画
	障害者計画のうち、障害福祉サービス分野の実施計画



【参考】
障害者基本法第11条第3 項
市町村は、障害者基本計画及び都道府県障害者計画を基本とするとともに、当該市町村における障害者の状況等を踏まえ、当該市町村における障害者のための施策に関する基本的な計画（以下「市町村障害者計画」という。）を策定しなければならない。
障害者総合支援法第88 条第１項
市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を定めるものとする。



図　計画の位置づけ


国
障害者基本法、障害者総合支援法
障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律
障害者の権利に関する条約　　　　　　　　　　　　　　　など
第四次座間市総合計画
座間市障害者計画
座間市福祉プラン
整合
座間市障害福祉計画


関連計画
· 座間市地域福祉計画
· 座間市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画
· 座間市子ども・子育て支援事業計画
· 座間市地域福祉活動計画
· その他関連計画
など











県
かながわ障害者計画
神奈川県障害福祉計画
かながわの障害福祉グランドデザイン　など

[bookmark: _Toc410916121]３　計画の期間

計画期間は、座間市障害者計画、座間市障害福祉計画ともに平成27年度から平成29年度までとします。
なお、今後の国の法律の動向や社会情勢の変化や障がいのある人のニーズに対応するため、期間中であっても必要に応じ計画の見直しを行います。

図表　計画の期間

	H21
	H22
	H23
	H24
	H25
	H26
	H27
	H28
	H29
	H30
	H31
	H32

	
座間市障害者計画
座間市障害福祉計画
（第二期）

	
	見直し
	
座間市障害者計画
座間市障害福祉計画
（第三期）

	
	見直し
	
座間市障害者計画
座間市障害福祉計画
（第四期）

	
	見直し
	
次期計画
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第２章　障がい者の現状

[bookmark: _Toc410916122]第２章　障がい者の現状

[bookmark: _Toc410916123]１　身体障がい者の状況

身体障害者手帳交付数の推移をみると、増加傾向で推移しており、平成26年4月1日現在で3,523人となり、総人口に占める割合は2.7％です。
障がいの部位別では、肢体不自由が1,858人（52.7％）と多数を占めています。

表　身体障害者手帳交付数の推移

	項　目
	平成22年
	平成23年
	平成24年
	平成25年
	平成26年

	身体障害者手帳交付数（人）
	3,073
	3,273
	3,411
	3,466
	3,523

	総人口（人）
	129,005
	129,314
	129,370
	129,807
	129,120

	総人口対比（％）
	2.4
	2.5
	2.6
	2.7
	2.7


資料：庁内資料（各年 4 月1 日現在）

表　障がいの部位別身体障害者手帳交付数の推移

	障がいの部位
	平成22年
	平成23年
	平成24年
	平成25年
	平成26年

	視覚障がい
	203
	208
	220
	222
	218

	聴覚・平衡障がい
	237
	242
	257
	269
	281

	音声・言語障がい
	38
	43
	53
	53
	51

	肢体不自由
	1,698
	1,820
	1,812
	1,831
	1,858

	内部障がい
	897
	960
	1,069
	1,091
	1,115

	計
	3,073
	3,273
	3,411
	3,466
	3,523


資料：庁内資料（各年 4 月1 日現在）
※障がいが重複している方は最も重い部位で計上


[bookmark: _Toc410916124]２　知的障がい者の状況

療育手帳交付数の推移をみると、増加傾向にあり平成26年4月1日現在で844人です。障がいの程度別では、軽度が293人（34.7％）と多数を占めています。
[image: ]
表　療育手帳交付数の推移
	項　目
	平成22年
	平成23年
	平成24年
	平成25年
	平成26年

	療育手帳交付数（人）
	557
	602
	725
	745
	844

	総人口（人）
	129,005
	129,314
	129,370
	129,807
	129,120

	総人口対比（％）
	0.4
	0.5
	0.6
	0.6
	0.7


資料：庁内資料（各年 4 月1 日現在）
表　障がいの程度別療育手帳交付数の推移
	程度区分
	平成22年
	平成23年
	平成24年
	平成25年
	平成26年

	最重度
	障がい児
	41
	46
	38
	38
	42

	
	障がい者
	76
	80
	98
	92
	107

	
	計
	117
	126
	136
	130
	149

	重度
	障がい児
	39
	44
	51
	57
	46

	
	障がい者
	77
	80
	101
	105
	122

	
	計
	116
	124
	152
	162
	168

	中度
	障がい児
	41
	46
	36
	40
	54

	
	障がい者
	109
	116
	157
	155
	180

	
	計
	150
	162
	193
	195
	234

	軽度
	障がい児
	73
	79
	101
	115
	121

	
	障がい者
	101
	111
	143
	143
	172

	
	計
	174
	190
	244
	258
	293

	合計
	障がい児
	194
	215
	226
	250
	263

	
	障がい者
	363
	387
	499
	495
	581

	
	計
	557
	602
	725
	745
	844


資料：庁内資料（各年 4 月1 日現在）
[bookmark: _Toc410916125]３　精神障がい者の状況

精神障害者保健福祉手帳交付数の推移をみると、平成22年以降、急速に増加し平成26年4月1日現在で1,007人です。2級が577人（57.3％）と多数を占めています。

[image: ]


表　精神障害者保健福祉手帳交付数、自立支援医療（精神通院）利用件数の推移

	項　目
	平成22年
	平成23年
	平成24年
	平成25年
	平成26年

	精神障害者保健福祉手帳交付数（人）
	720
	792
	853
	925
	1,007

	　
	１級（人）
	57
	66
	72
	95
	106

	　
	２級（人）
	388
	427
	467
	534
	577

	　
	３級（人）
	275
	299
	314
	296
	324

	総人口（人）
	129,005
	129,314
	129,370
	129,807
	129,120

	総人口対比（％）
	0.6
	0.6
	0.7
	0.7
	0.8

	精神通院医療利用件数（件）
	1,422
	1,580
	1,631
	1,777
	1,847


資料：庁内資料（各年 4 月1 日現在）



[bookmark: _Toc410916126]４　特別支援教育の状況

市内特別支援学級の在籍状況をみると、平成2６年5月1日現在の在籍数は、「小学校で110人、中学校で48人です。
特別支援学校への在籍状況をみると、平成2６年５月1日現在の在籍数は小学部で25人、中学部で14人、高等部では62人です。

表　市内特別支援学級在籍状況

【小学校】
	学校数
	特別支援学級
設置校数
	区 分
	学 級 数
	在籍児童数

	11
	11
	知的障がい
	11
	60

	
	
	肢体
	2
	2

	
	
	虚弱
	1
	1

	
	
	弱視
	1
	2

	
	
	情緒障がい
	11
	45

	
	
	計
	26
	110



【中学校】
	学校数
	特別支援学級
設置校数
	区 分
	学 級 数
	在籍生徒数

	6
	6
	知的障がい
	6
	26

	
	
	情緒障がい
	6
	22

	
	
	計
	12
	48


資料：庁内資料（平成26年 5月1 日現在）


表　特別支援学校在籍状況

	区 分
	在籍児童・生徒数

	小学部
	25

	中学部
	14

	高等部
	62

	計
	101


資料：庁内資料（平成26年5 月1 日現在）　　　


[bookmark: _Toc410916127]５　障がい児保育の状況

市内障がい児保育の在籍状況みると、平成26年4月1日現在の在籍障がい児数は、公立保育園で38人、私立保育園で7人です。

表　市内障がい児保育在籍状況

	区 分
	保育園数
	統合保育実施所数※1
	加配対象児童数※2

	公立保育園
	9
	9
	38

	私立保育園
	10
	5
	7

	計
	19
	14
	45


資料：庁内資料（平成26年4月1 日現在）
※１　統合保育：障がいをもった児童、障がいをもっていると思われる児童を健常児とともに教育・保育すること。
※２　加配対象児童とは、主な援助者となる保育士の配置が必要な児童のこと。なお、私立保育園の加配対象児童数については、特別児童扶養手当受給児童、座間市民間保育所運営費補助金交付要綱の第２条で定める障害児保育奨励費及び障害児保育費の対象となる児童
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[bookmark: _Toc410916128]第３章　障がい福祉の課題第３章　障がい福祉の課題


[bookmark: _Toc410916129]１　障がい者福祉全般の課題

[bookmark: _Toc410916130]１）現行施策の進捗状況からみた課題

座間市障害者計画、第三期障害福祉計画に基づいて積極的に施策の展開を図ってきましたが、障害者の権利に関する条約の批准、それに伴う国の制度の変化、当事者、家族の急速な高齢化、東日本大震災を契機とした安全意識の高まり等、障がい者福祉を取り巻く環境は大きく変化しています。
これまでの取組の振り返りから、障害者計画、第四期障害福祉計画に向けた課題を整理すると、大きく３つの課題が抽出されます。
（１）　地域移行の基盤整備
（２）　安全・安心の確保
（３）　サービスの充実
施設に入所している障がい者や精神科病院に入院している障がい者が地域で自立した生活を送るための地域移行の基盤整備では、緊急時の居場所の確保や住居となるグループホームの整備、道路や建物のバリアフリー化などの「施設整備」、障がい者と市民の交流や障がい者の社会参加の促進、就労環境の整備など、「社会参加・交流」、障がい者の理解促進、地域からの支援など「理解促進」が課題です。
安全・安心の確保では、親亡き後の障がい者を支援する座間あんしんセンターの充実と利用促進、成年後見制度の活用や、要援護者の減災対策、保健医療体制の整備充実などが課題です。
[image: ]現行施策の進捗状況からみた課題











サービスの充実では、送迎支援、外出支援、障がい児の預かりサービスなどの生活支援、教育ニーズの多様化に対応した障がい児教育などが課題です。

[bookmark: _Toc410916131]２）アンケート調査からみた課題

アンケート調査結果から、身体、知的、精神の各障がいに共通した次の課題が抽出されました。
①生活上の不安
　障がいへの理解は確実に進んでいますが、身体障がいへの理解は進んでいるものの、知的障がい、精神障がいに対する理解は遅れています。障がい者の地域移行がうたわれていますが、障がい者が地域で生活するためには、地域の人々の理解が前提となります。
②自立に向けた条件
障がい者が自立した生活を営むためには、その基盤となる住まい、働く場、生きがいを得る場等が必要となります。様々なサービスが用意されていますが、それらを有効に活用していくためにも、相談窓口の整備が求められます。
③就労の課題
就労は、障がい者の自立にとって重要な課題ですが、我が国の経済環境にも大きく左右され、必ずしも障がい者の就労機会が確保されているとは言えません。また障がいの種類や程度によっても一般就労のみならず、福祉的就労という選択も必要となります。障がい者の特性にあった就労機会を創出していくことが課題です。
④外出の課題
アンケートによれば、障がい者の外出の機会は多く、頻度も高くなっています。それに伴い、１人では外出できない障がい者にとっては外出支援は欠かせないサービスとなります。障がい者の高齢化もあいまって、外出支援が大きな課題となりつつあります。
⑤障害者総合支援法以降の変化
現在は障害者総合支援法に変わりましたが、前身の障害者自立支援法以降、障害福祉サービスの１割負担等、障がい者への経済的負担が増えています。障がい者の社会参加に向けて、経済的支援のあり方が課題です。
⑥災害時の課題
地域では要援護者の防災・減災対策に向けて災害時要援護者名簿の作成等を進めていますが、アンケートによれば、名簿の認知度は低く、利用意向も決して高くありません。１人では避難できない障がい者は多く、災害時の課題です。

アンケート調査からみた課題（全障がい共通）
[image: ]















[bookmark: _Toc410916132]２　障がい種別にみた課題
身体障がい者では、生活上の不安では健康の不安が、介助の課題としては支援者の高齢化や健康不安が挙げられます。一方、障害者総合支援法以降の変化では、経済的負担増が指摘されつつも、家族の負担が減少し、自立生活への希望が出てきたという側面も見られます。身体障がい者の課題としては、医療体制、相談体制、日常生活支援、就労支援に集約されます。
アンケート調査からみた課題（身体障がい）
[image: ]
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知的障がい者では、当事者の高齢化、親の高齢化に伴い、生活上の親の負担、介助の負担等、将来に向けた不安が顕著に現れています。親亡き後への対応として、相談体制、移動支援、就労支援が大きな課題です。
アンケート調査からみた課題（知的障がい）
[image: ]















精神障がい者では、健康不安が日常生活や就労に大きな影響を与えていると考えられます。日常生活支援として、相談体制、医療体制、就労支援が大きな課題と考えられます。
アンケート調査からみた課題（精神障がい）
[image: ]














[bookmark: _Toc410916133]第４章　計画の考え方第４章　計画の考え方


[bookmark: _Toc410916134]１　計画の基本的考え方

[bookmark: _Toc410916135]１）基本理念

座間市では、平成１０年度以降「座間市障害福祉計画」のなかで「ノーマライゼーション」と「リハビリテーション」の理念のもと、国・県及び市民との協働で「完全参加と平等」の実現を基本理念とし施策を推進してきました。これらは、障がい者福祉の基本的な理念であり普遍的なものとして将来にわたり継承していきます。
そのうえで、将来の座間市が生きがいに満ち希望ある暮らしをつづけられるまちであるために、今回の計画見直しでは、現行計画を踏襲し、すべての人が互いに尊重しあい、地域社会の一員として支えあい、自らの意思で自分らしい生き方を選ぶことができる共生社会の実現をめざして基本理念を次のように定めます。

基本理念～ ともに生きる ～
認めあい、支えあいながら、自分らしく
生きる力を発揮できるまちをめざして











[bookmark: _Toc410916136]２）基本目標

基本理念の実現に向けて、必要なサービスや相談できる場所、生活の場所など制度や社会資源の充実に努め、障がい者が自ら生きる力を発揮しようとする意思に寄り添った支援を行うとともに、ひとりひとりが自分自身の力を高め地域社会において自己実現を図れるよう、市民・団体・関係機関などと連携を深め、協働を図りながら社会全体で地域福祉の向上をめざします。

１．お互いを尊重し理解しあえるまちをつくる
すべての人の人権が尊重されるよう啓発活動を行うと共に、障がいに対する正しい理解や認識が深まるよう交流機会や情報提供の充実により心のバリアフリーを推進します。

２．自分らしく生きる力を発揮できるまちをつくる
障がいのある人がライフスタイルに応じて様々な生き方を選択できるよう制度の充実に努め、家族も含めた利用者のニーズに応じた生活支援をめざします。

３．支えあい、つながりあいながら自立できるまちをつくる
ともに生きる社会の実現のため市民・団体・関係機関などとの連携や協働を推進するとともに、相談支援の充実やネットワークの構築に努め、障がいのある人が地域生活で孤立することなく自立した生活を送ることができるような支援体制の整備をめざします。

４．安心して暮らせるまちをつくる
すべての人が快適で利用しやすいユニバーサルデザインに配慮した生活環境の整備と、安全・安心な生活がおくれるよう防災や防犯体制の充実を図ります。


[bookmark: _Toc410916137]２　計画の体系
本計画の基本理念、基本目標を踏まえ、施策の体系を以下のように設定します。【取組方法】
【施策分野】
【基本目標】
【基本理念】




～ ともに生きる ～　認めあい、支えあいながら、自分らしく生きる力を発揮できるまちをめざして
１　お互いを尊重し理解しあえるまちをつくる
①　啓発活動の推進
（1）意識啓発


②　福祉教育の推進


①　地域生活の支援




（1）生活支援


②　在宅福祉サービスの充実


③　住宅・住機能の充実


④　経済的支援制度の実施


⑤　スポーツ・文化芸術活動の振興
⑥　福祉施設の充実

２　自分らしく生きる力を発揮できるまちをつくる



②　保健医療サービスの充実
①　疾病の予防・障がいの早期発見

（4）保健・医療
・補装具
③　補装具給付等の充実
（3）雇用・就業
①　障がい者の雇用の拡大
③　就学相談・指導の充実
①　障がい児の育成・療育の充実
④　特別支援教育の充実


（2）教育・育成
②　障がい児保育の充実
















②　相談支援体制の充実
①　地域福祉の推進体制整備
（1）地域福祉
の推進
３　支えあい、つながりあいながら自立できるまちをつくる
（2）情報・
意思疎通
①　情報提供の充実





①　総合的な福祉のまちづくりの推進

（1）生活環境
４　安心して暮らせるまちをつくる
②　防犯・防災対策の推進

第４章　障害福祉計画
第４章　障害福祉計画

[bookmark: _Toc410916138]
59
82
		17
第５章　障害者計画第５章　障害者計画


[bookmark: _Toc410916139]１　お互いを尊重し理解しあえるまちをつくる

[bookmark: _Toc410916140]１）意識啓発

①意識啓発の推進
【現状と課題】
・障がいや疾患の状況など、知的障がい、精神障がい、発達障がい、難病に対する市民の理解は十分とはいえない面も見られ、障がい者への理解を深めることが求められます。特に、福祉・医療関係者や公的機関の職員など、障がいのある人と関わりの深い立場にいる人には、障がいの特性に対する一層の理解が必要です。
・障がいのある人への人権意識を高めるための啓発活動が求められます。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・こころの病になっても元気で働いている人が沢山いることを伝えたいという意見がありました。
・学校でも社会にでてからも、一律に同じ扱いをすることが平等だと思われている、合理的配慮がされることが平等であることを、行政や教育現場から情報発信して欲しいという意見がありました。
・一般市民への障がい者理解を促進する動きがもっと活発になればよいという意見がありました。

【市民アンケート調査結果】
・普段の生活の中で差別を感じたことについて、身体障がい者では18.8％ですが、知的障がい者では37.4％、精神障がい者では34.3％と３割を超えています。
・障がいのある人が自立した生活を送るために必要なことについて、「障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実」の割合が、身体障がい者では17.9％であるのに対し、知的障がい者では44.5％、精神障がい者では36.9％と高くなっています。

調査結果「普段の生活の中で差別を感じたこと」
【精神障がい者】
（n=271）
【知的障がい者】
（n=211）
【身体障がい者】
（n=1,175）











調査結果「障がいのある人が自立した生活を送るために必要なこと」
【精神障がい者】
（n=271）
【知的障がい者】
（n=211）
【身体障がい者】
（n=1,175）



















































と


【施策の方向性】
・すべての人が障がいについて正しく理解し、認識を持つ啓発や機会の提供を充実します。特に、知的障がいや精神障がい、発達障がいに関する理解の浸透を図ります。

ア　障がい福祉の啓発活動の充実
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	福祉月間の事業の充実
	○毎年9月を福祉月間とし、「座間市福祉大会」等各種事業を実施しています。
・自身の障がいを克服し自立更生された方、重度の障害を持つ家族の更生に献身された方、地域福祉向上のため永年にわたり福祉団体活動や奉仕活動に貢献された方を表彰しています。
・障がい者等が制作した作品の展示を行っています。
今後も内容の充実に努めます。
	福祉長寿課

	福祉理解を促すための広報活動の推進
	○「広報ざま」をはじめ、各種の広報活動を実施し、市民の障がい福祉に対する理解を育むことに努めます。
・「広報ざま」への福祉関連記事の掲載
・ビデオ、ＤＶＤの貸出
・パンフレットの配布
・懸垂幕の掲揚
・インターネット上のホームページの活用
	障がい福祉課

	「障害者週間」の周知
	○市民、社会福祉協議会及び行政が一体となった啓発キャンペーンを実施しています。
○「障害者週間」（12月3日から9日）に合わせ意識啓発に係る取組を展開します。
	障がい福祉課

	適切な用語の使用の周知、用語の見直し
	○人権に配慮した用語の使用について広報紙等による周知に努めます。
	障がい福祉課



イ　人権尊重に向けた啓発の推進
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	人権尊重意識の啓発
	○人権に対する理解を推進するために、市民を対象とした啓発に努めます。
	広報広聴人権課

	学校教育での啓発
	○学校教育においては、教職員を対象に「人権教育研修会」、児童・生徒を対象に「道徳」等のカリキュラムを通して、人権尊重の意識啓発に努めます。
	教育指導課

	成年後見制度の利用促進に向けた啓発活動の推進
	○他課と協力して、成年後見制度の利用促進を図るため普及・啓発活動に努めます。
	障がい福祉課

	自殺対策の普及・啓発
	○自殺対策の必要性を広く普及・啓発します。
○鉄道駅近くの街頭キャンペーンを継続し、啓発を促します。
○自殺対策に係る国や各自治体の動向を把握します。
	障がい福祉課

	障がい者虐待防止に向けた啓発活動の推進
	○座間市障害者虐待防止センターが関係機関と連携をとり、早期発見及び啓発活動に努めます。
	障がい福祉課





②福祉教育の推進

【現状と課題】
・障がい者に対する理解を育むため、学校などにおける福祉教育の充実や障がいのある人との交流の機会の充実が求められます。

【障害者団体からのヒアリング調査結果】
・学齢の子どもたちの障がい児・者に対する差別的な行動が多く、しかも悪いことをしているという自覚がないという意見がありました。
・総合学習に於ける当事者による講話など、子どものうちに｢障がい者理解｣を学ぶのがよい、障がい者理解の授業を継続して行っている学校は限られているという意見がありました。

【施策の方向性】
・すべての人が障がいについて正しく理解し、認識を持つためには、幼い頃からの交流や体験ボランティアで、日常的に障がい者に慣れ親しむ環境創出が必要です。総合学習における障がい者理解の授業の充実等、学校などに働きかけながら啓発活動を推進します。
・障がいのある人の理解に向け、団体の活動を支援し、様々な交流が生まれるように支援します。

	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	小・中学校における福祉教育の推進
	○小・中学校の授業や体験学習を通して障がい福祉に関する教育の推進を図ります。
・小・中学校の通常級と特別支援学級や特別支援学校間との交流
・体験学習における障がい者施設での交流
	教育指導課

	社会教育における
福祉教育の推進
	○市民の障がい者への理解を推進するために、地域の学習の場における市民を対象とした福祉教育に努めます。
・公民館事業における研修
・生涯学習講座
・市民大学
	生涯学習課

	障がい者と市民の
交流活動の推進
	○障がい者に対する理解を深めるため、様々な場面において市民と障がい児者との交流を進めます。
・サニーキッズと保育園との交流
・市内障がい者施設、事業所と児童ホーム（学童保育）の交流
・市内障がい者施設、事業所と地域市民・ボランティアの交流
	障がい福祉課

	専門職の講師派遣
	○各関係機関で開催する講演会等に専門職を講師として派遣し、障がい者福祉の啓発に努めます。
	障がい福祉課
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①地域生活の支援

【現状と課題】
・地域での自立した生活を促進するため、障害福祉計画の着実な実施や権利擁護の推進など、様々な角度からの支援が求められます。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・相談支援、訪問看護施設等徐々に充実してきているという意見がありました。
・グループホームだけでは資源が不足しているのが現状で、重度の知的障がい者や重症心身障がい者の生活の場も必要という意見がありました。
・地域活動支援センター利用者の高齢化に対応したケアが必要になっているという意見がありました。

【施策の方向性】
・地域生活を支える環境づくりや権利擁護の推進など、様々な角度から障がいのある人の地域生活を支援していきます。

	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	障害福祉計画の策定
	○計画に基づき、必要なサービス提供体制や相談支援体制の整備に努め地域生活を支援します。
	障がい福祉課

	地域活動支援センターへの支援
	○地域生活を支える場として、地域活動支援センターの運営を支援します。
	障がい福祉課

	成年後見制度の利用促進に向けた支援の実施
	○制度の市長申し立てに係る手続費用や後見人等に係る報酬等の費用助成を実施します。
○成年後見制度を推進します。
	障がい福祉課

	地域福祉権利擁護事業の充実
対象：知的障がい者
精神障がい者
	○障がい者や高齢者などで判断能力に不安のある人への支援を行う「座間あんしんセンター」の事業の充実を支援します。
・福祉サービスの利用援助及び日常的金銭管理サービス
・書類等預かりサービス
	障がい福祉課

	地域生活支援拠点の整備
	○地域生活の移行を支援するために、自立に関する相談、一人暮しやグループホームへの入居の支援、ショートステイの緊急受入れ体制の確保などを行うための、コーディネーターを配置したサービス拠点を整備する。
	障がい福祉課






②在宅福祉サービスの充実

【現状と課題】
・短期入所、入浴サービスなど、障がいごとにニーズの高いサービスは異なり、それぞれの障がいに対応したサービス提供事業所の確保が必要です。また、そのための人的資源の確保も求められます。
・外出支援サービスにおける提供体制の充実が求められており、利用者のニーズに対応できるよう、移動支援などの円滑な事業の実施が必要です。
・児童の放課後や長期休暇中における日中一時支援の提供体制の充実など、日中活動の場づくりが必要です。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・ヘルパーの数が少ないため、グループの移動支援が必要という意見がありました。
・高校を卒業すると療育や居場所がなくなるという意見がありました。

【市民アンケート調査結果】
・福祉サービスの利用意向について、利用意向の高いサービス項目をみると身体障がい者では「ホームヘルプサービス（身体介護）」が24.5％で最も多く、次いで、「ホームヘルプサービス（家事援助）」の22.8％、「補装具の交付・修理」の20.4％と続いており、これら３項目が20％以上の割合を占めています。知的障がい者をみると、20％以上の割合を占めている項目は多く、「移動支援」の33.6％を先頭に、「障害者相談支援」の33.2％、「グループホーム・ケアホーム」および「日中一時支援」の31.3％、「短期入所（ショートステイ）」の29.9％、「行動援護」の27.0％、「地域活動支援センター」の24.2％、「自立訓練（生活訓練）」の23.7％、「施設入所」の23.2％、「就労継続支援Ｂ型」の21.3％、「宿泊型自立訓練」20.9％の計11 項目に及んでいます。精神障がい者をみると、「障害者相談支援」が28.8％で最も多く、次いで、「自立訓練（生活訓練）」の22.5％、「地域活動支援センター」の21.0％と続いており、これら３項目が20％以上の割合を占めています。



調査結果「今後利用したい福祉サービス」
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【施策の方向性】
・ニーズの高いサービスの提供事業所の参入促進とともに、児童の日中活動の場の確保に努めます。
・利用者のニーズに対応できるよう、移動支援や同行援護など障がいのある人の外出支援サービスの提供体制の充実を図ります。

	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	配食サービス事業の実施
対象：身体障がい者
	○障がいがあるために食事の支度が困難な障がい者に対し、食生活の維持向上の支援、健康保持等を目的として夕食を提供します。
	介護保険課

	移送サービス事業の実施
対象：身体障がい者
	○在宅で身体障がいのために歩行が困難な方、又は寝たきり等の状態により一般交通機関を利用することが困難な方を対象
○病院への通院や入退院の時等、福祉車両により送迎をするサービスを行います。
	福祉長寿課

	ファミリー・サポート事業の実施
対象：身体障がい者
知的障がい者
精神障がい者
	○「子育ての手助けが欲しい人」（利用会員）と「子育ての手助けをしたい人」（協力会員）を結びつけて、子育ての相互援助活動を応援する有償の会員制組織があります。
○障がい児については、小学校6 年生以下の子どもを持った方が利用できます。
市は円滑な事業の推進を支援します。
	子育て支援課

	施設通所交通費助成の実施
	○施設等へ通所する際の交通費を助成します。
対象：障害者支援施設、就労移行支援・就労継続支援事業所、地域活動支援センター等
	障がい福祉課

	コミュニティバス運行事業
	○現在のコミュニティバス運行の見直しを図り、さらなる利便性の向上、移動制約者等の社会参加の寄与、生活交通の向上を図ります。
	都市計画課

	各種在宅福祉サービスの実施
	○福祉タクシー利用券等の各種福祉サービスを展開します。
○時代の推移に基づく事業のあり方等について検討します。
	障がい福祉課




③住宅・住機能の充実

【現状と課題】
　・在宅での自立を促進させるため、障がいに応じた住環境に向けた改修に対して経済的支援を行っています。
・知的障がい者，精神障がい者を中心にグループホームのニーズが高く、地域での共同生活の場の確保・充実が求められています。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・グループホームの数が足りないという意見がありました。
・重度の知的障がい者・自閉症の人がなかなかグループホームに入れないという意見がありました。
・病院を退院したくても帰る場所（住む場所）がない、精神障がい者向けのグループホームが市内にはないという意見がありました。


【市民アンケート調査結果】
・障がいのある人が自立した生活を送るために必要なことについて、知的障がい者では「障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保」の割合が46.０％、精神障がい者では32.5％と身体障がい者の22.3％に比べて高くなっています。
・現在の生活で困っていることや不安に思っていることについて、知的障がい者では「将来にわたる生活の場（住居）、または施設があるかどうか」の割合が47.9％と最も高く、身体障がい者、精神障がい者に比べてもとくに高くなっています。


調査結果「自立した生活を送るために必要なこと」
【精神障がい者】
（n=271）
【知的障がい者】
（n=211）
【身体障がい者】
（n=1,175）




調査結果「現在の生活で困っていることや不安に思っていること」

【精神障がい者】
（n=271）
【知的障がい者】
（n=211）
【身体障がい者】
（n=1,175）


【施策の方向性】
・地域における障がいへの理解を深め、グループホームを中心としたサービス提供事業所の参入促進により、地域における住まいの供給を図ります。

	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	障がいに配慮した市営住宅整備の推進
	○障がい者が地域で自立した生活を送るためには、段差の解消等、安全性や利便性が確保された住宅づくりが必要となります。
○市営住宅に関する計画の策定にあたり、バリアフリー化に配慮し、段差や風呂、トイレへの手すりの設置等、障がい者が利用しやすい住宅の確保に努めます。
	建築住宅課

	住宅設備改良費助成事業の充実
対象：身体障がい者
知的障がい者
	○重度の障がいのために住宅の改造工事を行う場合の費用助成を行います。
※介護保険対象者の方は介護保険優先
	障がい福祉課

	グループホームの充実
	○民間活力を基本として、地域における居住の場であるグループホームの充実に努め、設置にあたっては相談、調整等の支援を行います。
	障がい福祉課

	グループホーム家賃助成事業の実施
	○障がい者がグループホームに入居したことによる負担する家賃の助成を行います。
	障がい福祉課

	グループホーム運営費補助事業の実施
	○グループホームに対し運営費の補助を行います。
	障がい福祉課





④経済的支援制度の実施

【現状と課題】
・障がいの程度に応じて、国、県及び市で各種手当を支給しています。また、重度障がい者の介護者に対する支援として、介護手当を支給しています。今後も、障がいのある人の生活を支えるため経済的な支援を行うことが必要です。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・消費税のアップなど厳しい経済環境にあるという意見がありました。
・60歳以上の精神障がい者は障害年金、生活保護で生活を維持しているのが現状という意見がありました。
・作業所で一生懸命働いても一月の賃金は給食費にも満たないという意見がありました。

【市民アンケート調査結果】
・現在の生活で困っていることや不安に思っていることについて、精神障がい者では「十分な収入が得られない」の割合が身体障がい者、精神障がい者に比べて高くなっています。



調査結果「現在の生活で困っていることや不安に思っていること」【身体障がい者】
（n=1,175）
【知的障がい者】
（n=211）
【精神障がい者】
（n=271）




【施策の方向性】
・年金の支給や税の減免を継続していきます。

ア　年金・共済・手当の支給
	主な施策・事業名
	事業主体
	対象となる障がい
	主管課

	障害基礎年金
	国
	身体・知的・精神
	国保年金課

	心身障害者扶養共済制度
	国
	身体・知的・精神
	障がい福祉課

	障害児福祉手当
	国・市
	身体・知的・精神
	

	特別障害者手当
	国・市
	身体・知的・精神
	

	児童扶養手当
	国・市
	身体・知的・精神
	子育て支援課

	特別児童扶養手当
	国・県 
	身体・知的・精神
	

	在宅重度障害者手当
	県
	身体・知的・精神
	障がい福祉課

	心身障害者手当
	市
	身体・知的・精神
	

	重度心身障害児者介護手当
	市
	身体・知的
	



イ　各種税金の軽減
	主な施策・事業名
	事業主体
	対象となる障がい
	主管課

	市県民税の控除
	県・市
	身体・知的・精神
	市民税課

	軽自動車税の減免
	市
	身体・知的・精神
	

	自動車税･自動車取得税
	県
	身体・知的・精神
	県税事務所

	所得税
	国
	身体・知的・精神
	税務署

	相続税
	国
	身体・知的・精神
	


ウ　公共料金の減免
	主な施策・事業名
	事業主体
	対象となる障がい
	主管課

	水道料金の減免
	市
	身体・知的・精神
	水道経営課

	公共下水道使用料の減免
	市
	身体・知的・精神
	下水道課

	し尿収集手数料の減免
	市
	身体・知的・精神
	資源対策課

	粗大ゴミ収集手数料の減免
	市
	身体・知的・精神
	資源対策課



⑤スポーツ、文化芸術活動の振興

【現状と課題】
・障がいの特性に配慮した余暇活動の充実が求められています。また、障がいのある人が障がいのない人と共にスポーツ・レクリエーションや趣味などの文化活動を行える環境づくりが必要です。
・障がい者が利用しやすいように、文化・スポーツ活動のイベントなど余暇活動に関する情報発信の工夫や施設の利用料金の減免、障がい者割引の設定等の検討が必要です。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・座間市では障がい者のためのスポーツが盛んに行われている、運動の機会に恵まれない障がい者にとって市のスポーツ教室はとてもよい機会であるという意見がありました。
・障がい者が孤立しないようにスポーツができる場はとても大切であるという意見がありました。
・公共施設を利用する際の障がい者割引の範囲を拡大して欲しいという意見がありました。

【市民アンケート調査結果】
・交流活動への今後の参加意向では、身体障がい者では「趣味のサークル活動」が最も多く24.6％となっており、次いで、「祭り・バザー等のイベント」の21.9％と続いている。知的障がい者では、「祭り・バザー等のイベント」が最も多く48.4％を占めており、次いで、「スポーツ・レクリエーション活動」の40.3％、「障害者団体の活動」の33.6％と続いている。精神障がい者では、「趣味のサークル活動」が最も多く32.9％となっており、次いで、「祭り・バザー等のイベント」の29.9％、「スポーツ・レクリエーション活動」の27.3％と続いています。



調査結果「交流活動への参加意向」
[image: ]身体障がい
【身体障がい者】











【知的障がい者】
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精神障がい
【精神障がい者】

【施策の方向性】
・障がいのある人が障がいのない人とともに、スポーツや文化活動を行える環境づくりに努めます。
・障がいのある人が利用しやすいように、文化・スポーツ活動のイベントなど情報発信等環境整備に配慮します。

ア　障がい者スポーツの振興
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	スポーツ活動・大会への参加
	○参加者の意見を取り入れ、競技内容を工夫する等、より多くの参加者の拡大を図り、スポーツの楽しさを提供します。
・海老名市との二市合同運動会
　幅広い種目を提供することで、海老名市と本市の交流の場所となるよう実施します。
・「障がい者スポーツ教室」
　毎月1 回体育館（スカイアリーナ座間）において、指導者を招き初歩的な技術の提供を行いながら、卓球、バドミントン、フライングディスク等を行います。また、３障がいの対象者が参加することにより、障がい個性の相互理解を深めていきます。
○県や障害者団体等がスポーツ大会等を開催するときは必要な支援を行い、障害者スポーツ大会の振興を図ります。
○スポーツ協会、各関係機関と連携し、障がいに対する関心と理解を深め、スポーツ、レクリエーションを楽しめる環境づくりに努めます。
	障がい福祉課

	障がい者スポーツの情報提供
	○障がい者スポーツについて、行っている団体、施設、大会等について広報のほか、窓口や訪問時の声かけ等の情報配信を行い、参加者の拡大を図ります。
	障がい福祉課



イ　文化活動促進への支援
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	文化活動への参加機会の拡充及び内容の充実
	○「福祉月間（9月）」での障がい者作品展の開催やもくせい園主催のステージ交流、精神保健福祉地域交流会の実施等、日頃からの文化活動の発表の機会や場の提供を図ります。
○障がい者が学習や文化活動に参加しやすいよう、事業内容の工夫・環境について支援します。
○手話通訳者や要約筆記者の派遣等、障がい者が文化活動に気軽に参加できるよう支援します。
	障がい福祉課

	情報提供の充実
	○情報提供、普及、啓発を進め、障がい者の文化活動への参加促進を図ります。
○市や団体が主催するイベントのほか、地域で活動している文化サークルで障がい者が参加できる団体を探し、障がい者に情報提供します。
○障がい者の各種活動についての一般市民への情報提供、普及・啓発に努めます。
	障がい福祉課

	障がいに対応できる図書類の整備
	○視聴覚障がい者が利用できる点字や大活字本等、図書類の整備を図ります。また、郷土資料を中心とした、ＣＤ図書の作成を行い、図書資料を届ける宅配サービスを充実させていきます。
	図書館




⑥福祉施設の充実

【現状と課題】
・市立もくせい園は、障害者支援施設として生活介護を行っています。
・地域活動支援センターや入所通所施設は、座間市の障がい者の生活支援の拠点として重要な役割を担っています。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・職員の安定がサービスの向上、事業の安定につながると考えているが、現状の運営費では十分な常勤職員を雇用することが難しいという意見がありました。

【施策の方向性】
・引き続き民間活力により柔軟かつ質の高いサービス提供に努めます。
・既存の資源を活用して、地域生活支援拠点の整備を進めます。

ア　市立福祉施設の運営
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	市立もくせい園の充実
	○生活への援助、スポーツ・レクリエーション、作業を通して社会参加を図ります。
	障がい福祉課



イ　社会福祉法人への助成
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	社会福祉法人への助成
	○福祉施設の建設費やその他費用経費の一部を補助します。
	障がい福祉課





[bookmark: _Toc410916143]２）教育・育成

①障がい児の育成・療育の充実

【現状と課題】
・保健、福祉、医療と教育との連携により、療育の専門性の向上が望まれます。
・発達の遅れの早期発見から療育、小、中学校への教育と、切れ目のない連続性のある教育指導の充実が必要です。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・思春期に発病する例もあり、心の病も早期治療開始が重要であるという意見がありました。
・療育の部分で、専門的支援の行えるスタッフまたは機関、事業所等が少ないという意見がありました。
・ライフステージや発達段階に応じて、一貫した支援が受けられるようになるとよいという意見がありました。


【施策の方向性】
・特別支援教育や療育に携わる人材の育成を図ります。
・幼稚園、保育園、小・中学校への切れ目のない連続性のある療育の実施と医療機関、サービス事業所などの関係機関との連携の充実に努めます。
・障がい児の放課後支援と児童発達支援事業の充実に努めます。

	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	乳幼児健診フォロー体制の整備・充実
	○「乳幼児健康診査」の結果、発達の遅れがあると思われる乳幼児と、子どもへの接し方や育てにくさに悩む親に対し、支援する体制の整備・充実を図ります。
・親子教室：1 歳6 か月児健康診査フォロー教室
　（わくわく教室）
・幼児教室：3 歳6か月児健康診査フォロー教室
　（すくすく教室）
	健康づくり課

	乳幼児発達支援体制の整備・充実
	○発達の遅れや偏りがある就学前の子どもと、子どもへの対応に苦慮する保護者に対して、支援する体制の整備・充実を図ります。
・育児教室：年齢に応じたグループ指導による発達支援　（にこにこ教室、わくわく教室、すくすく教室）
・個別相談：言語聴覚士、理学療法士、作業療法士、　　　　　　臨床心理士等専門職による支援
・巡回訪問相談：専門職による保育園、幼稚園、園児・家族への支援
	障がい福祉課

	サニーキッズの機能充実
	○発達の遅れや障がいの疑いがある児童に対し障がい特性に応じた支援を行うとともに、保護者に対して安心して子育てできるよう相談、助言を行います。
○利用者ニーズに合わせた施設整備を図り、内容の充実に努めます。
・サニーキッズ・個別相談・フォローグループ
・わいわいキッズ・学齢児ムーブメント
	障がい福祉課

	療育関係者講演会
	○母子保健、子育て支援、福祉支援、教育等、市内の他の領域との連携を図るとともに、医療機関や国、県の関係機関との協力のもとで関係者の資質向上に努めます。
	障がい福祉課

	子育て支援センター事業の実施
	○子育ての心配や不安の相談に応じて、安心して子育てできるよう支援するとともに、障がいの早期発見・早期対応に努めます。
	子育て支援課




②障がい児保育の充実

【現状と課題】
・集団保育が可能で保育に欠ける障がい児を市内の公立・私立保育園で受入れ、障がい児保育のために保育士を加配等して統合保育を実施しています。

【施策の方向性】
・引き続き障がい児保育の資質の向上を図ります。

ア　障がい児保育の推進
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	統合保育の実施
	○障がい児の状況に応じ健全な発達を促し、健常児の障がい児に対する正しい認識を深めるために、集団保育が可能で保育に欠ける障がい児を受け入れ、保育園で統合保育を実施していきます。
	保育課



イ　障がい児保育の人材育成
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	障がい児保育研修の充実
	○障がい児保育に関する職員研修を充実し、障がい児の保育に携わる職員の資質向上を図ります。
	保育課



ウ　専門職による支援の活用と療育機関との連携
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	専門職による支援の活用と療育機関との連携
	○専門職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床心理士）による巡回訪問相談の活用、サニーキッズとの連携を図ることにより障がい児保育の資質向上に努めます。
	障がい福祉課
保育課





③就学相談・指導の充実

【現状と課題】
・障がいのある児童・生徒、ひとりひとりが適正な就学ができるよう関係機関との連携強化や就学指導体制の整備が求められます。

【市民アンケート調査結果】
・学校に通っている人や福祉施設等に通所・入所している人の今後の意向についてみると、身体障がい者では「働きたくない」が14.1％と最も多く、次いで、「自宅でできる仕事をしたい」7.4％、「進学したい」5.2％と続いています。知的障がい者では、「地域活動支援センターへ訓練や作業に通いたい」が18.4％と最も多く、「障がい者の雇用が多い職場で働きたい」17.1％と続いており、労働意欲の高さがうかがえます。精神障がい者では、「働きたくない」が15.0％と最も多いが、「地域活動支援センターへ訓練や作業に通いたい」および「障がい者の雇用が多い職場で働きたい」もそれぞれ12.5％を占めており、労働意欲の二極化がみられます。

調査結果「学校に通っている人や福祉施設等に通所・入所している人の今後の進路」
【身体障がい者】（n=135）
【知的障がい者】（n=76）
【精神障がい者】（n=40）







【施策の方向性】
・就学相談や指導体制の充実を図り、障がい児の進路の確保に努めます。

ア　就学相談の充実
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	就学相談体制の充実
	○障がいのある児童・生徒の就学に関する相談の受入れ体制を整備し、相談業務の充実を図ります。
○療育機関、就学前の相談担当との連携を図ることで、就学を円滑に進めるよう努めます。
○就学相談についての説明会を実施することにより、就学後の支援の現状や教育的配慮の必要性などについてより理解してもらえるように努めます。
	教育指導課
障がい福祉課



イ　就学指導の充実
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	就学指導委員会の開催
	○「就学指導委員会（医師、特別支援学校教員、児童相談所員及び市内学校関係者等のメンバーで構成、年5 回開催）」を開催し、関連分野の連携のもと、教育的配慮の必要な障がいのある児童について、保護者の理解を得ながら支援を行っていきます。
	教育指導課

	支援教育関係者会議の充実
	○「支援教育関係者会議（特別支援学級担当教員等から構成）」の充実を図り、行き届いた適切な就学指導が円滑に行われるように努めます。
	教育指導課




④特別支援教育の充実

【現状と課題】
・障がいのある児童に対しきめ細かな指導ができるよう、特別支援教育の一層の充実や体制の整備が望まれます。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・人手不足から合理的配慮がされないというようなことがないようにして欲しいという意見がありました。
・知的障がい者の性の課題が特別支援学校卒業後2～3年目で顕著になることが多いという意見がありました。
・学校ではできなかったことが事業所では出来るようになったということもあるので、学校とサービス事業者とのつながり強めたほうがよいという意見がありました。

【施策の方向性】
・個々の障がい児の状況に応じた、学級担当教員の指導力向上や教育の内容の改善・充実を図ります。また、学校には「教育相談コーディネーター」をおき、サービス事業者等関係機関との連携を図りながら支援をしていきます。







ア　教育環境の充実、多様な教育ニーズへの対応
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	小・中学校への特別支援学級の設置の推進
	○知的障がい・情緒障がいに対応した「特別支援学級」の設置の推進に努めます。
	教育指導課
学校教育課

	学校施設の整備・充実
	○市内の学校等に通えるよう、障がいの児童・生徒数に応じた学校施設の整備、設備等の充実に努めます。
	教育総務課

	小・中学校障がい児介助員事業の推進
	○重度の障がい児が複数（原則3 名以上）在籍する学級に、「障がい児介助員」を派遣し、身辺介助、安全確保に努め、教育環境の整備を図ります。
	教育指導課

	特別支援教育補助員の設置
	○通常級において、特別な配慮を要する児童・生徒に対し、一人ひとりの教育的ニーズに合ったきめ細かな支援を行うため、「特別支援教育補助員」を配置します。
	教育指導課

	教育相談コーディネーターの配置と関係機関との連携
	○学校内及び関係機関や保護者との連絡調整役としてコーディネーターを配置し、関係各機関と連携を図りながら相談支援体制の整備を図ります。
	教育指導課

	教育カリキュラムの充実
	○通常級の言語障がいのある児童を対象とした言語通級指導教室「ことばの教室」を設置しています。今後も、障がい等に配慮した教育環境の整備に努めます。
○自閉症、LD、ADHD、発達障がい等のある児童を対象とした「通級教室」を設置しています。
	教育指導課

	座間市特別支援教育基本計画の推進
	○「座間市特別支援教育基本計画」に基づき特別な配慮を必要とする児童生徒及び保護者に対してきめ細かい教育の推進に努めます。
	[image: ]教育指導課



イ　就学への経済的支援の充実
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	特別支援教育就学奨励費補助金の支給
	○障がい児の就学に対する経済的支援として、引き続き奨励費補助金を支給します。
	学校教育課




ウ　教職員の資質の向上
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	特別支援教育の推進
	○「特別支援教育要覧」発行や「座間市特別支援教育基本計画」に基づき計画的に全教職員が特別支援教育の推進に努めます。
	教育指導課




エ　交流教育の推進
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	各種交流事業の充実
	○特別支援学級と普通学級との交流、市内の小・中学校と特別支援学校との交流を推進します。
	教育指導課





[bookmark: _Toc410916144]３）雇用・就業

①障がい者の雇用の拡大

【現状と課題】
・障がい者の雇用・就労の実態を踏まえて、就労機会の拡大と柔軟な雇用形態を支援することが求められます。
・障がい者の就労が促進されるようハローワークと連携し、ジョブコーチの支援やトライアル雇用、各種助成金制度などの積極的な広報及び情報の提供を行うことが必要です。
・市民及び事業主に対して、障がいのある人の特性について理解を図ることが必要です。
・障がい者の雇用促進の機会として、職場実習の受け入れなど積極的に推進することが必要です。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・作業所から就労移行事業所への移行等は徐々に支援が進んでいるという意見がありました。
・自立をしたくても、雇用も施設も不足しているという意見がありました。
・知的障がい者の就労は難しいものがあるが、子ども時代からの積み重ねで就労も可能であることを知って欲しいという意見がありました。
・本人や家族の希望や期待と企業側の求める人材の隔たりを埋めるためにも、ジョブコーチの増員が必要であるという意見がありました。

【市民アンケート調査結果】
・働く上での不安や不満について、いずれの障がいでも「収入が少ない」が最も多く、精神では6割、知的では5割、身体では4割です。
・障がいのある人が働くために必要なことについて、身体障がい者では「事業主や職場の仲間の理解」35.1％、「障がいのある人の就労を支援する相談窓口」34.3％、「障がいの状態に応じた短時間労働など」30.7％が高くなっています。知的障がい者では、「事業主や職場の仲間の理解」64.5％、「障がいのある人の就労を支援する相談窓口」61.6％、「専門的な支援員の設置」49.8％が高く、相談相手や教育、理解といったソフト面での需要が多くみられます。精神障がい者では、「障がいのある人の就労を支援する相談窓口」54.6％、「事業主や職場の仲間の理解」50.6％、「障がいの状態に応じた短時間労働など」48.0％が高く、傾向としては概ね知的障がい者と類似しています。



調査結果「働く上での不安や不満」 
【精神障がい者】
（n=54）
【知的障がい者】
（n=66）
【身体障がい者】
（n=195）



調査結果「障がいのある人が働くために必要だと思うこと」
【精神障がい者】
（n=271）
【知的障がい者】
（n=211）
【身体障がい者】
（n=1,175）


































【施策の方向性】
・障がいの特性に応じた就労機会の拡大と柔軟な雇用形態を支援します。
・法定雇用率達成事業所の拡大に向けて、公共職業安定所と連携し、ジョブコーチの支援やトライアル雇用、各種助成金制度などの積極的な広報及び情報の提供を行います。
・障がいのある人の雇用促進として、市民及び事業主に対して、障がいのある人の就労に対する理解を啓発するとともに、職場実習の受け入れなど積極的に推進します。
・企業等での就労が難しい人が生産的な活動を通じて社会参加していくよう、就労継続支援事業等の充実を図ります。

	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	就労支援の充実
	○「就労支援相談員」を設置し、就労を希望する障がい者の相談受付や職場開拓等を行います。
○広報やハローワーク、商工会等を通じて事業者の理解を求め障がい者の就労を支援します。
	障がい福祉課

	障がい者雇用報奨金交付事業の推進
	○障がい者の生活の安定と社会的自立を促すとともに、事業主の経費負担の軽減を図ることにより雇用を促進することを目的として、障がい者を雇用する中小企業に対して、報奨金を交付します。
○広報や市ホームページなどを通じ、制度の周知を図っていきます。
	商工観光課

	障がい者の採用の促進
	○障がい者の採用について、今後も積極的に検討し法定雇用率の維持に努めます。
	職員課

	福祉的就労の促進
	○在宅障がい者が、地域社会の一員として生活できるよう福祉的就労の場である、地域活動支援センター、就労継続支援事業所の充実を図るため、運営及び体制づくりに対する支援を行います。
	障がい福祉課

	優先調達の推進
	○市内の障がい者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進を図ります。
	障がい福祉課
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①疾病の予防、障がいの早期発見

【現状と課題】
・発達の遅れなどに対する早期支援体制を確保するための連携体制の充実が必要です。

【施策の方向性】
・小児医療の充実とともに、早期発見・早期療育を行うため、医療、福祉、保健との連携体制の充実を図ります。

ア　疾病の予防対策の推進
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	健康づくりの推進
	○「ざま健康なまちづくりプラン（平成20年3月策定）」に従って、健康に関する意識の啓発や体力づくりを図り、生活習慣病等障がいに陥りやすい疾病の予防に努めます。
○健康に関する情報のネットワーク化に努め、多くの市民が健康づくりに参加できる体制づくりを進めます。
	健康づくり課

	予防接種事業の充実
	○感染症の恐れのある疾病の発生及びまん延を防止するため、予防接種事業を進めます。
	健康づくり課

	救急医療体制の整備・充実
	○急病や事故に速やかに対応できる医療の確保を図るため、関係する医療機関や他の行政機関との協力のもと、救急医療体制の整備・充実を図ります。
	医療課

	Web119体制の整備・充実
	○聴覚障がい者等に緊急通報システムサービスを提供し、救急医療体制の充実を図ります。
	消防管理課



イ　障がいの早期発見体制の整備・充実
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	健康診査の充実
	○健康診査や健康診断を実施し、疾病や障がいの早期発見に努めます。
・妊婦健康診査　　　　・その他健康診査
・乳幼児健康診査
・がん検診
	健康づくり課





②保健医療サービスの充実

【現状と課題】
・それぞれの障がいの特性に応じた医療体制の充実が求められます。
・医療、福祉、保健の連携したサービス体制の整備が必要です。
・障がいの程度に応じた医療費助成のあり方を再検討することが求められています。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・視覚障がい者の市民健康診査通知に点字を入れてほしいという意見がありました。
・障がい者医療費助成の対象を精神2級の手帳保持者まで拡大してほしいという意見がありました。
・聴覚障がい者からは、病院での呼び出しや受付や医師の説明がわかりにくいという意見がありました。
・重度心身障がい者の場合、重度になればなるほど生命に関する物や薬にお金がかかり、経済的に大変厳しいという意見がありました。

【市民アンケート調査結果】
・障がいのある人が自立した生活を送るために必要なことについて、身体障がい者では「保健・医療・福祉のサービスの充実」の割合が40.9％と最も高く、次いで、「医療費助成の拡大」が37.7％と高くなっています。精神障がい者では「相談業務・窓口の充実」が55.0％と最も高く、次いで「医療費助成の拡大」が50.9％。「保健・医療・福祉のサービスの充実」が４６.９％と上位になっています。知的障がい者では、「相談業務・窓口の充実」55.9％、「制度やサービスに関する情報提供の充実」55.9％、「サービス利用の手続きの簡素化」54.5％に次いで「保健・医療・福祉のサービスの充実」が48.8％と上位になっています。



調査結果「自立した生活を送るために必要なこと」
【精神障がい者】
（n=271）
【知的障がい者】
（n=211）
【身体障がい者】
（n=1,175）





【施策の方向性】
・障がいの特性に応じた、サービス体制、医療体制の充実を図ります。

ア　相談・指導の充実
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	保健相談事業の充実
	○心身の健康や育児・発育・発達に関する相談事業の充実を図ります。
・健康相談 ・育児相談 ・親子相談 
	健康づくり課

	保健指導の充実
	○出産や育児について、支援を必要とする親や児を家庭訪問し、乳幼児の健全な育成を促すための指導の充実を図ります。
・妊産婦訪問指導　・新生児訪問指導　
・未熟児訪問指導　・乳幼児訪問指導
	健康づくり課

	精神障がい者相談訪問事業の充実
	○相談訪問事業による社会復帰援助や生活支援等について、相談支援事業所や保健福祉事務所の協力を得ながら、精神保健福祉士、保健師等による訪問・相談の充実を図ります。
	障がい福祉課

	リハビリテーション相談事業の実施
対象：身体障がい者
知的障がい者
	○理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床心理士の専門職員が心身の機能向上が図られるよう相談に応じていきます。
	障がい福祉課



イ　健康づくりの基盤整備
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	市民健康センターの充実
	○市民の健康づくりの拠点施設である「市民健康センター」は、保健サービスや情報提供等の事業展開を図り、運営の充実に努めます。
	健康づくり課

	更生医療費・育成医療費の助成
	○自立支援医療の更生医療費及び育成医療費のうち一ヶ月の自己負担上限額までを助成します。
(自己負担なし)
	障がい福祉課

	精神通院医療費の助成
対象：精神障がい者
	○精神障害者保健福祉手帳1～2級と自立支援医療受給者証の両方をお持ちの方に対し、精神通院医療費の一ヶ月の限度額までを助成し（自己負担なし）、精神障がい者の自立を支援します。
	医療課

	心身障害者医療費助成事業の実施
対象：身体障がい者
知的障がい者
精神障がい者
	○身体障害者手帳、療育手帳、知能指数50以下又は精神障害者保健福祉手帳をお持ちの方が医療機関で受ける保険診療の自己負担分の一部について助成し、障がい者の健康維持と生活の安定を図ります。
・ 負担なし：身体1～2 級、療育A1～A2、精神1級
・ 1割負担：身体3級、療育B1
	医療課






③補装具給付等の充実

【現状と課題】
・補装具の使用に関する巡回相談や補装具の交付及び修理を行っています。

【施策の方向性】
・引き続き日常生活や職業生活で、身体機能の障がいを補うために補装具を使用している方に助成を行っていきます。

	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	身体障がい者巡回相談の実施
対象：身体障がい者
	○肢体不自由の方や聴覚障がい者のための医師による補装具の適合判定を実施します。
	障がい福祉課

	身体障がい児者補装具の交付・修理
対象：身体障がい者
	○日常生活や職業生活で、身体機能の障がいを補うために補装具を使用している方に基準額以内で助成しています。
	障がい福祉課
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①地域福祉の推進体制整備

【現状と課題】
・社会福祉協議会や民生委員児童委員、自治会などの連携を図り、地域で障がいのある人を支える体制の推進が求められます。
・福祉活動の担い手となるボランティアの育成も重要です。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・親亡き後も社協等の支援で生活できているという意見がありました。
・障がいに理解のある隣近所や自治会など地域との関係づくりが必要不可欠であるという意見がありました。
・防災については地域の自治会等の協力を得て進めたいという意見がありました。

【市民アンケート調査結果】
・地域で生活することについて、身体障がい者では「地域での活動や交流を積極的に行い、地域社会とつながりを持ちたい」の割合が13.1％、「積極的ではないが、できる限り社会とつながりを持ちたい」の割合が48.1％です。知的障がい者では「地域での活動や交流を積極的に行い、地域社会とつながりを持ちたい」の割合が8.8％、「積極的ではないが、できる限り社会とつながりを持ちたい」の割合が42.6％です。精神障がい者では「地域での活動や交流を積極的に行い、地域社会とつながりを持ちたい」の割合が6.2％、「積極的ではないが、できる限り社会とつながりを持ちたい」の割合が45.6％です。

調査結果「地域での生活の意向」
【身体障がい者】
（n=929）
【知的障がい者】
（n=136）
【精神障がい者】
（n=226）


























【施策の方向性】
・地域福祉の推進を図るため、身近な地域で支えあう地域住民間のネットワークの構築や、自治会、民生委員児童委員などの地域組織と連携により、支援体制の構築を強化します。
・障がい当事者も親を含む支援者も高齢化が進んでいます。親亡き後の財産管理等に向けて社会福祉協議会による法人後見を進めます。
・ボランティア等によるインフォーマルサービスの体制づくりを目指し、市民への福祉意識の醸成を推進するとともに、ボランティアの活動を支援します。
・社会福祉協議会のボランティアセンターとの連携を強化し、ボランティアの育成、ボランティア情報の集約等を促進します。

ア　地域福祉の基盤整備
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	総合福祉センターの充実
	○障がい者への福祉サービスの提供や相談体制の充実、ボランティアに対する支援等、福祉のより一層の充実を図るための地域福祉の拠点施設として、「総合福祉センター」の機能の充実に努めます。
	福祉長寿課

	社会福祉協議会への支援・助成
	○行政と共に地域福祉の中核として機能をより充実させるために、運営等への支援・助成を実施します。
	福祉長寿課




イ　地域福祉ネットワークの整備
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	地域保健福祉サービス推進委員会
	○「地域保健福祉サービス推進委員会」は、保健、医療、福祉の各分野における行政と関係機関が連携し、各種サービスの総合調整、評価、開発等を検討することにより、効率的な行政運営を図ることを目的として設置されています。
○保健福祉サービスの提供やサービスにかかわる各種計画の作成、見直しについて検討します。
	福祉長寿課

	地域自立支援協議会の運営
	○中立・公平性を確保する観点から、相談支援事業の運営評価を行います。
○具体的な困難事例への対応のあり方について指導・助言を行います。
○地域の関係機関とのネットワークの構築を図ります。
○障がい者施策に関する点検・評価を行います。
	障がい福祉課

	精神ネットワークミーティング・ざま
	○地域の社会資源のネットワークを構築し、精神保健福祉の周知を図ります。
○「あんしんマップ」の作成を今後も継続し、障害福祉サービスの向上を図ります。
	障がい福祉課



ウ　市民福祉活動の推進
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	福祉ボランティアの充実
	○各種事業の開催等を通じて福祉ボランティアの充実を図ります。
・ 一般市民を対象にした福祉講座の開催
・ 中高校生を対象にしたボランティア体験学習の開催
・ 登録ボランティアを対象にした強化研修
・ ボランティア活動、援助希望者の相談・派遣
・ 「ぼらぼら通信」等、福祉関連の情報発信
	社会福祉
協議会

	障がい者の活動参加の促進
	○障がい者自身が、社会参加の一環としてボランティア活動をはじめとした、市民活動に積極的に参加できるよう、環境整備等の支援に努めます。
	障がい福祉課

	座間市民活動サポートセンターの活用
	○「市民参加による協働のまちづくり」の推進を目的に、市民活動を総合的に支援する「座間市民活動サポートセンター」で、市民活動団体や個人の交流の場の提供、情報収集や情報発信等の更なる活用に努めます。
	市民協働課

	職員の福祉活動への支援
	○ボランティア休暇制度により職員の福祉活動への参加を支援します。
○ボランティア休暇制度について周知していきます。
	職員課





②相談支援体制の充実

【現状と課題】
・相談機関の一層の周知とともに、発達障がいや高次脳機能障がいの人も含めた、障がいのある人の生活全般にかかる総合的な相談支援体制の充実に向けた関係機関の連携が必要です。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・精神の相談事業所に、発達障がいに適切なアドバイスができるスペシャリストを配置して欲しいという意見がありました。
・聴覚障がい者専門の相談窓口を設置してほしいという意見がありました。

【市民アンケート調査結果】
・相談する相手の有無では、精神障がい者の「いない」が29.2％と身体障がい者の17.0％、知的障がい者の11.4％に比べて高くなっています。
・相談する相手は、精神障がい者では「診療所や病院の医師」の割合が45.6％と、身体障がい者、知的障がい者に比べて高くなっています。



調査結果「相談相手の有無」と「相談相手」

相談相手の有無 【身体障がい者】
（n=1,175）
【知的障がい者】
（n=211）
【精神障がい者】
（n=271）















相談相手【精神障がい者】
（n=169）
【知的障がい者】
（n=166）
【身体障がい者】
（n=743）
































【施策の方向性】
・相談機関の一層の充実と周知を進めるとともに、各種関係機関と連携し、障がいのある人の生活全般にかかる相談支援を推進します。

ア　相談事業の充実
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	相談支援事業の推進

	○障がいのある人やその家族等からの相談に応じ、必要な情報の提供及び提言、障害福祉サービスの利用支援等を行います。
○市障がい福祉課、委託相談支援事業所にて実施しています。
○計画相談支援を推進します。
○地域移行支援を推進します。
	障がい福祉課

	家族教室の開催
対象：精神障がい者の家族
	○精神疾病で通院している人がいる家族と「病気についての学習、日頃の悩みや対処方法」等について話し合いを実施します。
○月1回で開催し、様々な家族の方の参加に向けて周知をしていきます。
	障がい福祉課

	各種相談事業の実施
	○各担当窓口における相談事業について、一層の充実を図ります。
	障がい福祉課
子育て支援課
教育指導課
広報広聴人権課



イ　相談・情報提供体制の充実
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	精神障害者地域活動支援センターの充実
	○精神障がい者に関する相談、指導、助言等を行う、「精神障害者地域活動支援センター」が設置されています。
○プログラムの提供方法やフリースペースの活かし方について、目的をもったサービスの提供ができるように努めます。
	障がい福祉課

	民生委員児童委員活動への支援
	○地域福祉推進の担い手であり、行政と地域のパイプ役である民生委員児童委員の活動に対し支援を行います。
	福祉長寿課

	障害福祉相談員活動への支援
	○障がいに応じた障害福祉相談員を選任し、相談活動への支援を行います。
	障がい福祉課

	障害者団体への支援
	○障がい者の積極的な活動を促すため、障害者団体への支援を行います。
	障がい福祉課



	
ウ　職員の育成
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	市職員の育成
	○障がい福祉に関する研修の実施等により、職員の理解促進や能力向上を図り適切な支援が出来るよう職員の育成に努めます。
	障がい福祉課
職員課







[bookmark: _Toc410916148]２）情報・意思疎通

①情報提供の充実

【現状と課題】
・障がいの特性に応じて様々なメディアや関係機関を活用し、サービスの内容をはじめとする、福祉情報の提供を充実させていくことが必要です。
・ホームページや事業案内冊子で提供する情報の内容を、対象となる障がいの特性や目的に応じて分かりやすく提供することが求められます。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・情報提供は進んでいる、広報ざまに掲載される「家族教室」のPR効果が高いという意見がありました。
・障がい者の権利条約に「視覚障害者の文字」として、点訳・音訳・拡大文字が定義されているので今後の発展が期待されるという意見がありました。
・障がいの種別や年齢に応じた情報提供や手続きなどのサポートを行ってほしいという意見がありました。

【市民アンケート調査結果】
・障がいのある人が自立した生活を送るために必要なことについて、「制度やサービス等に関する情報提供の充実」の割合は、身体障がい者では37.3％、知的障がい者では55.9％、精神障がい者では46.1％とそれぞれ高くなっています。
・福祉に関する情報の入手方法について、身体障がい者では「県や市の広報・ホームページやガイドブック」、知的障がい者では「地域活動支援センター等の障がい者支援施設や福祉関連施設」、「家族や友人」、「市役所、保健所、児童相談所」、精神障がい者では「病院などの医療機関」、「市役所、保健所、児童相談所」の割合がそれぞれ高くなっています。



調査結果「自立した生活を送るために必要なこと」

【身体障がい者】
（n=1,175）
【精神障がい者】
（n=271）
【知的障がい者】
（n=211）





調査結果「福祉に関する情報の入手方法」 
【身体障がい者】
（n=1,175）
【知的障がい者】
（n=211）
【精神障がい者】
（n=271）








【施策の方向性】
・様々なメディアや関係機関を活用した多用な情報提供手段を検討するとともに、視覚障がいや聴覚障がいなどの特性や、目的に応じた分かりやすい情報提供に努めます。

	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	広報紙による福祉情報提供の充実
	○「広報ざま」に福祉関係の新しい制度や行事の予定・ボランティア活動の紹介等、福祉関連記事を掲載し、情報の発信を行うことにより情報提供の充実を図ります。
○ボランティアの協力により「広報ざま」を朗読したＣＤを作成し、希望に応じ障がい者へ届けます。
	障がい福祉課
広報広聴人権課

	事業案内冊子の充実
	○「障がい者福祉のしおり」の内容を随時見直し、充実を行い、制度やサービスの分かりやすい周知に努めます。
	障がい福祉課

	市ホームページの整備
	○障がい者にとって使いやすいホームページづくりに努めます。
	広報広聴人権課

	課ホームページの充実
	○障がい福祉課のホームページの充実に努めます。
	障がい福祉課

	情報提供方法・手段の充実
	○広報紙、インターネットのホームページ、ケーブルテレビ、マスメディア等の有効な手段で速やかな情報提供に努めます。
○特に情報が不足しやすい視聴覚障がい者に対し、音声コードや点字等を活用した情報提供の充実に努めます。
	障がい福祉課

	個人情報保護の促進
	○障害福祉サービスの対象者等に関する個人情報については、その厳正な管理及び保護に努めます。併せて、指定管理者、委託事業者等への指導・啓発を行います。
	障がい福祉課

	市民活動支援情報サイト「ざまっと」の活用
	○市民活動サポートセンターで開設している市民活動支援情報サイト「ざまっと」により、団体ホームページ作成やイベント、会員募集等情報面から団体活動を支援します。
	市民協働課

	カラーバリアフリーの周知の実施
	○色覚障がいのため、色による識別が困難な方々への配慮を進めるため、県が策定した「カラーバリアフリー色使いのガイドライン」の周知を進めます。
	障がい福祉課

	福祉機器の情報提供
	○総合福祉センター内で、福祉機器の情報提供をします。
	社会福祉協議会

	情報保障の充実
	○市主催事業には手話通訳や要約筆記をつける等、誰でも参加できるよう配慮します。
	障がい福祉課

	通訳者の養成
	○手話通訳者、手話奉仕員、要約筆記者を養成する講座を開催します。
	障がい福祉課


 

[bookmark: _Toc410916149]４　安心して暮らせるまちをつくる

[bookmark: _Toc410916150]１）生活環境

①総合的な福祉のまちづくりの推進

【現状と課題】
・道路などのバリアフリー化や歩道の整備などによる障がい者の移動しやすい環境整備が求められます。
・ユニバーサルデザインの考え方に基づいた施設改修を推進するなど、公共施設等においては誰もが利用しやすい配慮が一層求められています。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・視覚障がい者の外出環境は整いつつあるという意見がありました。
・だれにでもわかる音声や文字による表示版の活用や案内の表示を広げてほしいという意見がありました。
・バスのルートが地区で分断されていて、通所に時間がかかるという意見がありました。
・道路の段差や幅、車道と歩道の区分けがないなど、車いすでの移動に危険な個所がまだあるという意見がありました。

【市民アンケート調査結果】
・外出しようとする際に支障となることについて、身体障がい者では、「介助者がいないので、外出ができない」の割合が25.8％と、知的障がい者、精神障がい者に比べて高くなっています。また、精神障がい者では「周りの視線や言葉が気になる」33.3％と身体障がい者、知的障がい者に比べて高くなっています。



【施策の方向性】
・総合都市交通計画の基本方針に基づき、障がい者や健常者のわけ隔てなく、誰でもが移動しやすい交通環境をつくるために、移動環境のバリアフリー化に取り組みます。
・継続的なバリアフリー化の推進を図るため、より質の高い交通バリアフリー整備の推進、市民への交通バリアフリーに対する理解の向上、バリアフリーのまちづくりへの展開を進め、市民や関係機関との連絡・調整を行い、すべての人にやさしい交通環境づくりの実現へ向けて、総合的・継続的な取組みに努めます。

ア　継続的なバリアフリー化の推進
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	歩道のバリアフリー化の整備推進
	○市内の施設周辺及び主要な施設間の道路において、歩道幅員の確保、段差の解消、勾配の改善等、車椅子利用者や視覚障がい者などの視点も踏まえた整備を推進します。
	道路管理者




イ　座間市総合交通計画の推進
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	道路整備事業
	○道路管理者が歩道の新設拡大や視覚障がい者誘導用ブロックの新設等道路のバリアフリー化の推進に努めます。
	道路管理者

	コミュニティバス運行事業
	○現在のコミュニティバス運行の見直しを図り、さらなる利便性の向上、移動制約者等の社会参加の寄与、生活交通の向上を図ります。
	都市計画課

	公共交通事業
	○誰もが駅やバス、タクシーを利用しやすいように、公共交通事業者が、それぞれ旅客施設や車両のバリアフリー化の推進に努めます。
	公共交通事業者

	交通安全対策事業
	○公安委員会が交通安全施設のバリアフリー化の推進に努めます。
・音響式信号機等の設置
・違法駐車の取締りの強化
・違法駐車防止に対する広報・啓発活動の推進
・交通規制の実施
	県公安委員会



ウ　都市空間のバリアフリー化
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	障がい者等に配慮した都市整備の推進
	○都市マスタープランをはじめ、都市環境の整備に関する計画の策定においては、バリアフリーを実現するためのハード・ソフト両面について障がい者等に配慮した計画づくりに努めます。
	都市計画課

	公園施設のバリアフリー化の推進
	○新たな公園整備に当り、障がい者用トイレの設置、障がい者専用駐車スペースの確保等、障がい者等が利用しやすい施設づくりに配慮します。
○既存公園についても、トイレの段差解消や手すりの設置、階段のスロープ化等、施設の改善に努めます。
○川や湧水等の水辺についても、整備・改善に努めます。
	公園緑政課

	歩行施設のバリアフリー化の推進
	○児童や障がい者等の交通弱者の安全を確保するため、H24から交通安全総点検を実施し、計画的に改善を行ないます。
○道路と歩道の段差解消、誘導用ブロックの敷設等、歩行施設の改善に努めます。
	道路課



エ　公共施設のバリアフリー化
	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	公共施設等の整備・改善
	○公共施設については、障がい者専用駐車スペースの確保、段差の解消やトイレの整備、エレベーターの設置等、障がい者が利用しやすい施設への改善に努めます。
○公共施設の新たな建設にあたっては、より多くの障がい者の意見を参考とし、使いやすい施設づくりに努めます。
	各施設所管課



②防犯・防災対策の推進

【現状と課題】
・災害時要援護者登録名簿の周知とともに、地域住民と連携した災害時の支援体制の構築が必要です。
・「座間市地域防災計画」に基づき、障がい者や高齢者等に配慮した避難所を確保するとともに、災害時の避難所（二次避難所）における障がいの特性に応じた福祉、医療的なケアの配慮が必要です。

【障害者団体等からのヒアリング調査結果】
・市との災害避難協定については定期的に見直すなど改善する必要があるという意見がありました。
・災害時の避難方法や避難場所について、障がいの特性に配慮した施策が必要という意見がありました。

【市民アンケート調査結果】
・災害時に一人で避難できない人が、身体障がい者では35.3％、知的障がい者では46.9％、精神障がい者では14.4％です。
・「災害時要援護者登録名簿」を知らない人が、身体障がい者では53.5％、知的障がい者では55.0％、精神障がい者では79.7％です。
・「災害時要援護者登録名簿」への登録希望では、身体障がい者では26.6％、知的障がい者では32.2％が｢希望する｣としているが、精神障がい者では14.8％にとどまっています。



調査結果「災害時の避難」
【精神障がい者】
（n=271）
【知的障がい者】
（n=211）
【身体障がい者】
（n=1,175）














調査結果「「災害時要援護者登録名簿」の認知状況」
【身体障がい者】
（n=1,175）
【精神障がい者】
（n=271）
【知的障がい者】
（n=211）


[image: ]


調査結果「「災害時要援護者登録名簿」への登録希望」
【身体障がい者】
（n=1,175）
【知的障がい者】
（n=211）
【精神障がい者】
（n=271）













【施策の方向性】
・災害時において、災害時要援護者登録名簿を活用し、地域住民と連携した災害時要援護者支援体制づくりの充実を図ります。
・災害時の避難所に、福祉、医療的なケアを配慮した二次避難所の運営について検討していきます。
・災害時において、障がい児・者の窓口となる障がい福祉担当課の支援体制づくりの充実を図ります。


	主な施策・事業名
	内容
	主管課

	防災知識の啓発
	○「防災対策総合ガイド」の配布や「防災講話」の実施を通じて、災害時避難行動要支援者対応を踏まえた防災に関する知識の普及・啓発に努めます。
	安全防災課

	地域防災体制整備への支援
	○災害等の緊急時においては、地域住民による相互協力が不可欠となるため、隣近所との緊密な連携のもと、災害に備えた地域体制づくりを支援します。
	安全防災課

	緊急時情報の提供体制の確立
	○防災行政無線のほか、音声自動応答サービス、メール配信、HPなど多様な伝達手段を用いて緊急時における情報提供の充実を図ります。
	安全防災課

	緊急情報メール配信サービスの実施
	○火災、行方不明者、光化学スモッグ、イベント中止、犯罪情報、その他身体・生命･財産に重大な影響を及ぼすものについてメール配信サービスを引続き実施します。
	安全防災課

	避難所の整備
	○市内の福祉施設等との防災協定に基づいた障がい者の対応に努めます。
○二次避難所の環境整備に努めます。
	安全防災課

	災害時要援護者名簿の運用の検討
	○「災害時要援護者名簿」の効果的な運用について災害時要援護者支援協議会等において検討し、地域の協力のもと災害時において速やかに安否確認を行える体制の整備に努めます。
	障がい福祉課
福祉長寿課

	火災警報器の設置費用の給付・助成
	○重度の心身障がいのある人を対象に、火災警報器の購入・設置の際に、かかる費用の全部又は一部を給付・助成します。
	障がい福祉課

	家具等転倒防止対策助成事業の実施
対象：身体障がい者
	○地震時の家具の転倒や落下物は、多くの負傷の原因となっており、家具転倒防止対策を進めることが重要です。
自力では家具転倒防止対策を実施することが困難な方に対して助成を行います。
	福祉長寿課

	緊急通報システム
電話貸与事業の実施
	○急病等の緊急時に、事業者へ自動的に通報する専用発信機を貸与します。
対象：①重度障がい者と身体が虚弱で日常生活上注意を要する高齢者で構成される世帯。
②75歳以上の一人暮らし高齢者
③85歳以上の高齢者世帯
	福祉長寿課
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第６章　障害福祉計画第６章　第四期障害福祉計画


[bookmark: _Toc410916152]１　障害福祉サービスの概要

[bookmark: _Toc410916153]１）障害者総合支援法のこれまでの経緯

平成18年の障害者自立支援法の施行及び平成19年の障害者の権利に関する条約への署名以来、国では様々な利用者ニーズを踏まえて、法の見直しを行ってきました。そして、平成25年に障害者自立支援法を障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）として改正しました。これまでの経緯は次の通りです。

平成18年 ４月	障害者自立支援法の施行（同年10月に完全施行）
平成18年12月	法の円滑な運営のための特別対策（障害保健福祉関係主管課長会議）
（①利用者負担の更なる軽減、②事業者に対する激変緩和措置、③新法への円滑な移行等のための緊急的な経過措置）
平成19年 ４月	障害者自立支援法の一部見直し
平成19年12月	障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けた緊急措置（障害保健福祉関係主管課長会議）
（①利用者負担の見直し、②事業者の経営基盤の強化、③グループホーム等の整備促進）
平成20年 ４月	障害者自立支援法の一部（事業者の経営基盤の強化）見直し
平成20年 ７月	障害者自立支援法の一部（利用者負担の見直し）見直し
平成21年 ７月	衆議院解散により「障害者自立支援法改正案」廃案に
平成22年 ６月	障害者制度改革の推進のための基本的な方向について（閣議決定）
平成22年12月	「障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関する法律」の施行
平成25年 ４月	障害者総合支援法（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律）の施行

障害者総合支援法では、障害者自立支援法を引き継ぎ、さらに、障がい者の範囲に難病患者等を追加、重度訪問介護の対象拡大、ケアホームのグループホームへの一元化などの改正が行われました。


[bookmark: _Toc410916154]２）障害福祉計画の対象となるサービスの構成

障害福祉サービスの内容は、自立支援給付と地域生活支援事業に二分されます。
自立支援給付のうち、障害支援区分によって受けられる給付が決定される「介護給付」と障害支援区分にかかわらず、サービス内容に適合すれば給付が受けられる「訓練等給付」をあわせて、「障害福祉サービス」となります。


○相談支援	●専門性の高い相談支援
○意思疎通支援	●広域的な対応が必要な事業
○日常生活用具給付等事業	●人材育成
○移動支援
○地域活動支援センター
○福祉ホーム
○その他の事業（訪問入浴サービス事業・日中一時支援事業など）
自立支援給付
介護給付（障害福祉サービス）
○居宅介護
○重度訪問介護
○同行援護
○行動援護
○重度障害者等包括支援
○生活介護
○療養介護
○短期入所
※障害支援区分によって受けられる給付が決定される

計画相談
○計画相談支援
○地域相談支援
訓練等給付（障害福祉サービス）
○自立訓練（機能訓練・生活訓練）
○就労移行支援
○就労継続支援（Ａ・Ｂ型）
○共同生活援助（グループホーム）
※障害支援区分にかかわらず、サービス内容に適合すれば給付が受けられる
自立支援医療
○更生医療
○育成医療
●精神通院医療

補装具

地域生活支援事業
障がい児対象





























○児童発達支援	○医療型児童発達支援	
○放課後等デイサービス　　　　　　 　　　○保育所等訪問支援
○障害児相談支援





○市町村実施事業　●都道府県実施事業　


[bookmark: _Toc410916155]２　障害福祉サービス等の利用状況

[bookmark: _Toc410916156]１）障害福祉サービス・相談支援
■必要な量の見込みと実績（1か月当たり）　　　　　（平成26年度実績は見込み値）
	サービス名
	　
	　
	24年度
	25年度
	26年度

	訪問系
	居宅介護
	見込
	人数
	50
	54
	60

	
	
	
	時間
	624
	686
	755

	
	
	実績
	人数
	52
	70
	83

	
	
	
	時間
	809
	1,049
	1,206

	
	重度訪問介護
	見込
	人数
	1
	2
	3

	
	
	
	時間
	20
	30
	40

	
	
	実績
	人数
	2
	2
	3

	
	
	
	時間
	44
	232
	244

	
	同行援護
	見込
	人数
	17
	18
	20

	
	
	
	時間
	376
	414
	455

	
	
	実績
	人数
	13
	13
	17

	
	
	
	時間
	355
	365
	383

	
	行動援護
	見込
	人数
	4
	5
	5

	
	
	
	時間
	72
	80
	88

	
	
	実績
	人数
	4
	4
	4

	
	
	
	時間
	65
	84
	97

	
	重度障害者包括支援
	見込
	人数
	1
	2
	3

	
	
	
	時間
	20
	30
	40

	
	
	実績
	人数
	0
	0
	0

	
	
	
	時間
	0
	0
	0

	
	小計
	見込
	人数
	73
	81
	91

	
	
	
	時間
	1,112
	1,240
	1,378

	
	
	実績
	人数
	71
	89
	107

	
	
	
	時間
	1,273
	1,730
	1,930

	日中活動系
	生活介護
	見込
	人数
	184
	191
	199

	
	
	
	人日
	3,496
	3,636
	3,781

	
	
	実績
	人数
	189
	199
	205

	
	
	
	人日
	3,491
	2,481
	2,729

	
	療養介護
	見込
	人数
	17
	18
	19

	
	
	実績
	人数
	16
	16
	16

	
	短期入所
	見込
	人数
	52
	57
	63

	
	
	
	人日
	326
	359
	395

	
	
	実績
	人数
	43
	59
	71

	
	
	
	人日
	205
	268
	295

	
	自立訓練（機能訓練）
	見込
	人数
	2
	2
	3

	
	
	
	人日
	37
	41
	45

	
	
	実績
	人数
	4
	3
	1

	
	
	
	人日
	42
	40
	22

	
	自立訓練（生活訓練）
	見込
	人数
	4
	5
	5

	
	
	
	人日
	68
	75
	82

	
	
	実績
	人数
	9
	9
	6

	
	
	
	人日
	131
	109
	76

	
	就労移行支援
	見込
	人数
	30
	33
	36

	
	
	
	人日
	538
	592
	651

	
	
	実績
	人数
	22
	16
	21

	
	
	
	人日
	278
	183
	201

	
	就労継続支援Ａ型
	見込
	人数
	4
	5
	5

	
	
	
	人日
	122
	134
	148

	
	
	実績
	人数
	6
	6
	12

	
	
	
	人日
	101
	80
	240

	
	就労継続支援Ｂ型
	見込
	人数
	132
	145
	160

	
	
	
	人日
	2,305
	2,535
	2,788

	
	
	実績
	人数
	156
	164
	176

	
	
	
	人日
	2,075
	2,008
	2,209



■必要な量の見込みと実績（1か月当たり）　　　　　（平成26年度実績は見込み値）
	サービス名
	　
	　
	24年度
	25年度
	26年度

	居住系
	共同生活援助・介護
	見込
	人数
	72
	78
	84

	
	
	実績
	人数
	74
	76
	85

	
	施設入所支援
	見込
	人数
	74
	70
	67

	
	
	実績
	人数
	76
	78
	77

	
	宿泊型自立訓練
	見込
	人数
	1
	2
	3

	
	
	実績
	人数
	1
	1
	3

	計画相談
	計画相談支援
	見込
	人数
	12
	24
	36

	
	地域移行支援
	
	
	3
	3
	3

	
	地域定着支援
	
	
	3
	3
	3

	
	計画相談支援
	実績
	人数
	1
	2
	10

	
	地域移行支援
	
	
	0
	0
	0

	
	地域定着支援
	
	
	0
	0
	0

	障がい児対象
	児童発達支援
	見込
	人数
	-
	-
	-

	
	
	
	延べ人数
	-
	-
	-

	
	
	実績
	人数
	48
	58
	59

	
	
	
	延べ人数
	279
	339
	339

	
	医療型児童発達支援
	見込
	人数
	-
	-
	-

	
	
	
	延べ人数
	-
	-
	-

	
	
	実績
	人数
	0
	0
	0

	
	
	
	延べ人数
	0
	0
	0

	
	放課後等ﾃﾞｲｻｰﾋﾞｽ
	見込
	人数
	-
	-
	-

	
	
	
	延べ人数
	-
	-
	-

	
	
	実績
	人数
	77
	94
	115

	
	
	
	延べ人数
	464
	554
	622

	
	保育所等訪問支援
	見込
	人数
	-
	-
	-

	
	
	
	延べ人数
	-
	-
	-

	
	
	実績
	人数
	1
	2
	1

	
	
	
	延べ人数
	1
	2
	1

	
	障害児相談支援
	見込
	人数
	-
	-
	-

	
	
	
	延べ人数
	-
	-
	-

	
	
	実績
	人数
	1
	1
	2

	
	
	
	延べ人数
	1
	1
	4



・第三期計画の見込とサービス実績を比較すると、訪問系サービスでは、「居宅介護」は見込量を大きく上回り、その他のサービスは見込量をやや上回る利用です。
・日中活動系サービスは、｢生活介護｣「短期入所」「就労移行」「就労継続支援（Ｂ型）」は利用量が見込よりも下回りました。
・居住系サービスでは、「共同生活援助・介護」「施設入所支援」ともに利用者は増加傾向にありますが、概ね見込通りの利用がありました。



[bookmark: _Toc410916157]２）地域生活支援事業・その他の事業
■必要な量の見込みと実績（1か月当たり）　　　　　（平成26年度実績は見込み値）
	サービス名
	　
	　
	24年度
	25年度
	26年度

	相談支援
	相談支援事業所　※
	見込
	箇所
	3
	3
	3

	
	
	実績
	　
	2
	2
	3

	
	自立支援協議会
	見込
	実施回数
	あり
	あり
	あり

	
	
	実績
	　
	2
	2
	3

	成年後見制度利用支援
	成年後見制度利用支援
	見込
	人
	2
	2
	2

	
	
	実績
	　
	1
	2
	4

	成年後見制度法人後見支援
	成年後見制度法人後見支援事業
	見込
	人
	　
	　
	　

	
	
	実績
	　
	なし
	なし
	なし

	意思疎通支援
	手話通訳者派遣事業
	見込
	人
	39
	43
	47

	
	
	実績
	　
	37
	26
	34

	
	要約筆記者派遣事業
	見込
	人
	2
	2
	2

	
	
	実績
	　
	0
	1
	2

	
	手話通訳者設置事業
	見込
	人数
	1
	2
	2

	
	
	実績
	　
	1
	2
	2

	日常生活用具給付
	介護訓練支援用具　※
	見込
	件数/年
	9
	10
	11

	
	
	実績
	　
	15
	11
	15

	
	自立生活支援用具　※
	見込
	件数/年
	30
	33
	36

	
	
	実績
	　
	25
	25
	25

	
	在宅療養等支援用具　※
	見込
	件数/年
	17
	18
	19

	
	
	実績
	　
	20
	14
	20

	
	情報・意志疎通支援用具　※
	見込
	件数/年
	20
	22
	24

	
	
	実績
	　
	22
	15
	22

	
	排泄管理支援用具　※
	見込
	件数/年
	1,894
	2,046
	2,210

	
	
	実績
	　
	2,287
	1,860
	2,287

	
	住宅生活動作補助用具　※
	見込
	件数/年
	3
	4
	5

	
	
	実績
	　
	6
	1
	6

	
	日常生活用具給付等事業　※
	見込
	件数/年
	1,973
	2,133
	2,305

	
	
	実績
	　
	2,375
	1,926
	2,375

	手話奉仕員養成
	手話奉仕員養成事業
	見込
	人（定員）
	30
	30
	15

	
	
	実績
	人（実績）
	25
	27
	11

	移動支援
	移動支援事業
	見込
	実利用者数
	72
	74
	76

	
	
	
	延利用時間
	785
	808
	833

	
	
	実績
	実利用者数
	89
	100
	110

	
	
	
	延利用時間
	1,011
	1,080
	1,188


※は、１年当たりの数値です。



■必要な量の見込みと実績（1か月当たり）　　　　　（平成26年度実績は見込み値）
	サービス名
	　
	　
	24年度
	25年度
	26年度

	地域活動支援センター
	機能強化事業Ⅰ型　※
	見込
	箇所
	1
	1
	1

	
	
	
	利用者数
	34
	38
	41

	
	
	実績
	箇所
	0
	1
	1

	
	
	
	利用者数
	0
	47
	50

	
	機能強化事業Ⅱ型　※
	見込
	箇所
	0
	0
	0

	
	
	
	利用者数
	0
	0
	0

	
	
	実績
	箇所
	0
	0
	0

	
	
	
	利用者数
	0
	0
	0

	
	機能強化事業Ⅲ型（市内）　※
	見込
	箇所
	5
	5
	5

	
	
	
	利用者数
	67
	67
	67

	
	
	実績
	箇所
	5
	5
	5

	
	
	
	利用者数
	64
	61
	61

	
	機能強化事業Ⅲ型（市外）　※
	見込
	箇所
	3
	3
	3

	
	
	
	利用者数
	10
	10
	10

	
	
	実績
	箇所
	3
	3
	3

	
	
	
	利用者数
	7
	6
	6

	その他
	訪問入浴サービス事業
	見込
	利用実人数/月
	9
	10
	11

	
	
	実績
	利用実人数/月
	9
	12
	16

	
	日中一時支援事業　※
	見込
	人数/月
	64
	69
	74

	
	
	
	延日数/年
	6,277
	6,402
	6,530

	
	
	実績
	利用実人数/月
	102
	109
	120

	
	
	
	延日数/年
	5,513
	6,491
	7,140

	
	生活サポート事業　※
	見込
	箇所数
	1
	1
	1

	
	
	
	人数
	1
	1
	1

	
	
	実績
	箇所数
	0
	0
	0

	
	
	
	人数
	0
	0
	0

	
	スポーツ・レクリエーション教室
開催等事業　※
	見込
	箇所数
	1
	1
	1

	
	
	実績
	　
	2
	2
	2

	
	芸術文化講座開催等事業　※
	見込
	箇所
	2
	2
	2

	
	
	実績
	　
	2
	2
	2

	
	点字等・声の広報発行支援事業
	見込
	件数
	1
	1
	1

	
	
	実績
	　
	1
	1
	1

	
	自動車運転免許取得助成事業　※
	見込
	人数
	3
	3
	3

	
	
	実績
	　
	1
	0
	3

	
	自動車改造助成事業　※
	見込
	人数
	5
	5
	5

	
	
	実績
	　
	4
	2
	5

	
	就労支援相談員設置事業　※
	見込
	人数
	1
	1
	1

	
	
	実績
	　
	1
	1
	1


※は、１年当たりの数値です。

・「相談支援事業所」については、見込みどおり平成26年度からは３箇所で実施しています。「自立支援協議会」も毎年継続的に開催しています。
・意思疎通支援事業では、「手話通訳者派遣事業」は見込みを下回る利用となっており、平成25年度は大きく減少しましたが平成26年度は増えています。
・「日常生活用具給付等事業」は、年度ごとに利用にばらつきがありますが、概ね見込どおりの利用です。
・「移動支援事業」は、見込量を大きく上回り、かつ利用は増加傾向にあります。
・地域活動支援センターでは、ほぼ見込みどおりの利用です。
・その他の地域生活支援事業においては、おおむね見込みどおりの利用が多いものの、「生活サポート事業」は利用がありませんでした。




[bookmark: _Toc410916158]３　平成29年度の目標値の設定

[bookmark: _Toc410916159]１）施設入所者の地域生活への移行

■国の指針
	数値目標設定の考え方

	・平成25年度末時点の施設入所者数の12％以上が地域生活へ移行することとする。
・平成29年度末において、平成25年度末時点の施設入所者数の４％以上を削減する。



■座間市の目標値
	福祉施設の入所者の地域生活への移行するもの
	　
	25年度末
	　
	29年度末
	目標値

	
	施設入所者から地域移行者
	　4年間で4人
	年間1人

	
	施設入所者数
	　78人
	→　4人　→
	74人
	4％以上減



■目標の実現に向けて
・施設から地域生活への移行に向けた支援体制として、一般相談支援事業者が地域の関係機関・行政機関と連携・協力し、地域移行支援・地域定着支援等、地域相談支援の充実を図ります。
・地域生活への移行を円滑に行うため、地域の実情に即して、居住の場としてグループホームなどの充実を図ります。
・障がい者個人のニーズに応じた形で地域移行が進められるよう、日中活動系サービスや在宅支援の充実に努めます。

[bookmark: _Toc410916160]２）地域生活支援拠点等の整備

■国の指針
	数値目標設定の考え方

	・平成29年度末までに各市町村または各圏域に少なくとも１つ整備する。



■座間市の目標値
	地域生活支援拠点等の整備
	地域生活支援拠点の施設数
	平成29年度末までに1箇所
	圏域で1箇所



■目標の実現に向けて
・拠点となる事業所と調整を行いながら、居住支援機能と地域支援機能の一体的な整備を推進します。




[bookmark: _Toc410916161]３）福祉施設から一般就労への移行等

■国の指針
	数値目標設定の考え方

	・一般就労への移行実績を平成29年度において平成24年度の２倍以上とする。
・就労移行支援利用者数を平成29年度末において平成25年度末より６割以上増加する。
・平成29年度末において就労移行率が３割以上の事業所を全体の５割以上とする。



■座間市の目標値
	福祉施設から一般就労への移行等
	　
	　
	24年度
	　
	　
	　
	29年度
	　

	
	一般就労への
移行実績
	9件
	→
	9件
	→
	18件
	移行実績の2倍

	
	　
	　
	25年度末
	　
	　
	　
	29年度末
	　

	
	就労移行支援
利用者数
	16名
	→
	10名
	→
	26名
	6割以上増加

	
	就労移行率
	25年度末
	　
	30%
	29年度末
	　

	
	　
	①事業所Ａ
	3名
	→
	　　1名以上
	　
	　
	就労移行率が3割以上の事業所を全体の5割

	
	　
	②事業所Ｂ
	3名
	→
	　　1名以上
	

	
	　
	③事業所Ｃ
	2名
	→
	　　1名以上
	

	
	　
	④事業所Ｄ
	4名
	→
	　　2名以上
	

	
	　
	⑤事業所Ｅ
	1名
	→
	1名以上
	
	　
	

	
	　
	⑥事業所Ｆ
	1名
	→
	1名以上
	
	　
	

	
	　
	⑦事業所Ｇ
	2名
	→
	1名以上
	　
	　
	



■目標の実現に向けて
・就労を希望する障がい者が、能力と適性にあった仕事に就けるよう、就労に関する知識や能力向上のための訓練を行う場の充実を図ります。
・就労の機会を拡大していくために、県、ハローワークと連携して、引き続き就労支援事業等を実施していきます。
・商工観光課、ハローワーク、就労援助センター等関係機関と連携の充実・強化に努め、市内事業者に対して、障がい者雇用の理解と協力を図り、就職率及び定着率の向上に努めます。


[bookmark: _Toc410916162]４　障害福祉サービス等の見込量と確保のための方策

[bookmark: _Toc410916163]１）訪問系サービス
■サービス内容
	サービスの種別
	主な対象者
	実施内容

	居宅介護
	障がい者等（障害支援区分1以上）、障がい児（障害支援区分1相当以上）
	○居宅において、入浴、排せつ及び食事等の介護を行います。

	重度訪問介護
	重度の肢体不自由者又は重度の知的障がい者若しくは精神障がい者で障害支援区分4以上
	○常時介護を必要とする障がい者に対して、入浴・排せつ・食事、外出時の移動中の介護を総合的に行います。

	同行援護
	視覚障がい者
	○視覚障がい者が外出するときに、移動に必要な情報や、必要な援護を行います。

	行動援護
	自閉症、てんかん等のある重度の知的障がい児・者、統合失調症等のある重度の精神障がい者で常時介護を要する人で障害支援区分3以上および行動関連項目が10点以上
	○知的障がい又は精神障がいによって行動上著しく困難であって、常時介護を必要とする障がい者に対して、行動する際に生じる危険を回避するために必要な援護や外出時の移動中の介護等を行います。

	重度障がい者等包括支援
	筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）等の極めて重度の身体障がい者、強度行動障がいのある極めて重度の知的障がい者、極めて重度の精神障がい者で障害支援区分6以上
	○常時介護を必要とする障がい者等に対して、介護の必要度が著しく高い場合に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行います。


■必要な量の見込み（1か月当たり）
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	居宅介護
	時間
	1,387
	1,595
	1,835

	
	人
	95
	110
	126

	重度訪問介護
	時間
	256
	269
	282

	
	人
	3
	3
	3

	同行援護
	時間
	402
	422
	444

	
	人
	18
	19
	20

	行動援護
	時間
	111
	128
	147

	
	人
	4
	4
	4

	重度障害者等
包括支援
	時間
	0
	0
	0

	
	人
	0
	0
	0

	合計
	時間
	2,156
	2,414
	2,708

	
	人
	120
	136
	153


■訪問系サービス見込量確保の方策
・在宅生活支援におけるサービスの充実を図るため必要な予算の確保に努めます。
・質の高いサービスが提供されるよう、人材の育成及び事業者支援を実施します。
・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。
[bookmark: _Toc410916164]２）日中活動系サービス
■サービス内容
	サービスの種別
	主な対象者
	実施内容

	生活介護
	常時介護を必要とする障がい者で、障害支援区分が区分３以上の人（施設に入所する場合は、区分４以上）※50歳以上は区分2以上
	○常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護などを行うとともに、創作的活動、生産活動の機会を提供します。

	療養介護
	病院等への長期の入院による医療に加え、常時介護を必要とする障がい者で、筋萎縮性側索硬化症（ＡＬＳ）患者など呼吸管理を行っている人で、障害支援区分が区分６以上の人、筋ジストロフィー患者、重症心身障がい者で、障害支援区分が区分５以上の人
	○医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の支援を行います。

	短期入所
	障がい者等（障害支援区分1以上）、障がい児（障害支援区分1相当以上）
	○自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め、施設で入浴、排せつ、食事の介護等を行います。

	自立訓練
（機能訓練）
	地域生活を営む上で、身体機能の維持・向上のため、支援が必要な身体障がい者等
	○自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の向上の訓練を行います。

	自立訓練
（生活訓練）
	地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上のため、支援が必要な障がい者等
	○自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の向上の訓練を行います。

	就労移行支援
	65歳未満で一般就労等を希望し、知識・能力の向上、職場開拓等を通じ、企業等への雇用や在宅就労が見込まれる障がい者等
	○一般企業などへの就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識や能力の向上のための訓練を行います。





	サービスの種別
	主な対象者
	実施内容

	就労継続支援
（Ａ型）
	65歳未満（利用開始時）で就労に必要な知識･能力の向上を図ることにより、事業所において雇用契約に基づく就労が可能と見込まれる障がい者等で、就労移行支援により一般企業の雇用に結びつかなかった人、特別支援学校を卒業して雇用に結びつかなかった人、就労経験があり、一般企業を離職した人
	○事業所内で雇用契約に基づく就労機会を提供します。
○一般企業等での就労に必要な知識・能力が高まった場合は、一般就労への移行に向けた支援を目的として、必要な指導等を行います。
※労働基準法など関係法規を遵守する必要があります。

	就労継続支援
（Ｂ型）
	就労の機会を通じて、生産活動にかかる知識・能力の向上や維持が期待される障がい者等で、就労移行支援を利用したが、企業や就労継続支援（A型）の雇用に結びつかなかった人、一般企業等での就労経験はあるが、年齢や体力の面から就労が困難となった人、50歳に達している人、企業等の雇用や就労移行支援、就労継続支援（A型）の利用が困難と判断された人
	○就労の機会や生産活動の機会を提供します。（雇用契約は締結しない）
○一般企業等での就労に必要な知識・能力が高まった場合は、一般就労への移行に向けた支援を目的として、必要な指導等を行います。



■必要な量の見込み（1か月当たり）
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	生活介護
	人
	226
	248
	273

	
	人日
	3,002
	3,302
	3,632

	療養介護
	人
	16
	16
	16

	短期入所
	人
	78
	86
	95

	
	人日
	324
	357
	392

	自立訓練
（機能訓練）
	人
	3
	3
	3

	
	人日
	45
	45
	45

	自立訓練
（生活訓練）
	人
	6
	6
	6

	
	人日
	76
	76
	76

	就労移行支援
	人
	22
	24
	26

	
	人日
	215
	230
	246

	就労継続支援
（Ａ型）
	人
	13
	15
	16

	
	人日
	260
	300
	320

	就労継続支援
（Ｂ型）
	人
	194
	213
	234

	
	人日
	2,430
	2,673
	2,940





■日中活動系サービス見込量確保の方策
・指定障害福祉サービス事業者が常時介護を要する人の障害福祉サービス利用に対応できる支援体制が整えられるよう、障害福祉サービスを提供する人材の確保について支援を行います。
・障がいのある人の就労機会拡大については、公共職業安定所との連携を強化して一般企業等へ雇用に対する理解と協力の啓発を図るとともに、障がいのある人の雇用に関する情報の提供に努め、就労に向けた支援体制の充実を図ります。
・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。


[bookmark: _Toc410916165]３）居住系サービス
■サービス内容
	サービスの種別
	主な対象者
	実施内容

	共同生活援助
（グループホーム）

※平成26年4月1日で共同生活介護（ケアホーム）は共同生活援助へ一元化
	障がい者等で、生活介護・自立訓練・就労移行支援・就労継続支援等の利用者若しくは介護を必要とせず就労している人

	○夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談・関係機関との連絡調整や日常生活上の援助を行います。また食事、入浴や排せつ等の介護の必要性が認定されている場合は、サービスも併せて行います。

	施設入所支援
	介護を必要とする障がい者等で、障害支援区分が区分４以上の人　
※50歳以上は区分3以上
	○夜間や休日、共同生活を行う住居で、入浴や排せつ、食事の介護などを行います。

	宿泊型自立訓練
	生活介護等の日中活動系サービス利用者で、生活能力上、単身の生活が困難な人や、地域の社会資源の状況から通所が困難な人
	○居室その他の設備および日常生活能力の向上の訓練を提供し,相談、助言を行います。


■必要な量の見込み（1か月当たり）
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	共同生活援助
（グループホーム）
	人
	94
	103
	113

	施設入所支援
	人
	76
	75
	74

	宿泊型自立訓練
	人
	3
	3
	3



■居住系サービス見込量確保の方策
・地域生活への移行を進めるため、障がいの程度や社会適応能力などに応じて居住形態の選択の幅を広げられるよう、共同生活援助（グループホーム）の整備について働きかけを行うとともに、施設整備に対する地域住民の理解と協力を求めていきます。
・共同生活介護(ケアホーム)が共同生活援助(グループホーム)に一元化されたことに伴い、障がいのある人のニーズに応じて、適切なサービス提供の確保に努めます。
・入所を必要とする障がいのある人に適切に対応できる施設利用を推進します。
・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。


[bookmark: _Toc410916166]４）計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援
■サービス内容
	サービスの種別
	実施内容

	計画相談支援
	○障害福祉サービス又は地域相談支援を利用するすべての障がい者に対し、相談支援専門員がサービスの利用のための支援や調整を行い、サービス等利用計画案を作成し、また、サービス等の利用状況の検証（モニタリング）を行い計画の見直しを行います。

	地域移行支援
	○施設・病院を退所する障がい者、児童福祉施設を利用する18歳以上の者等を対象として、地域移行支援計画の作成、相談による不安解消、外出への同行支援、住居確保、関係機関との調整を行います。

	地域定着支援
	○居宅において単身で生活している障がい者等を対象に常時の連絡体制を確保し、緊急時には必要な支援を行います。



■必要な量の見込み（1か月当たり）
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	計画相談支援
	人
	32
	42
	56

	地域移行支援
	人
	3
	3
	3

	地域定着支援
	人
	3
	3
	3



■計画相談支援・地域移行支援・地域定着支援見込量確保の方策
・県と連携しながら、支援の担い手となる相談支援専門員の量的拡充と質的確保に努めます。
・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。


[bookmark: _Toc410916167]５）障がい児対象
■サービス内容
	サービスの種別
	実施内容

	児童発達支援
	○日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練等を行います。

	医療型児童発達支援
	○児童発達支援および治療を行います。

	放課後等デイサービス
	○授業の終了後または学校の休業日に、生活能力の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進等、必要な支援を行います。

	保育所等訪問支援
	○保育所等を訪問し、障がい児に対して、障がい児以外の児童との集団生活への適応のための専門的な支援等、必要な支援を行います。

	障害児相談支援
	○障害児通所支援の種類および内容等を記載した「障害児支援利用計画案」を作成し、その後の決定に係る「障害児支援利用計画」を作成します。
○保護者によって障害児支援利用計画が適切であるかどうか検証し、保護者の意向その他事情を勘案して「障害児支援利用計画」の見直しを行い、関係者との連絡調整等を行います。



■必要な量の見込み（1か月当たり）
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	児童発達支援
	人
	65
	71
	78

	医療型児童発達支援
	人
	0
	0
	0

	放課後等デイサービス
	人
	127
	139
	153

	保育所等訪問支援
	人
	1
	1
	1

	障害児相談支援
	人
	11
	14
	18



■障がい児を対象としたサービスの見込量確保の方策
・障害福祉サービスの利用に対応できる支援体制が整えられるよう、障害福祉サービスを提供する人材の確保について支援を行います。
・県と連携しながら、支援の担い手となる相談支援専門員の量的拡充と質的確保に努めます。






[bookmark: _Toc410916168]５　地域生活支援事業の見込量と確保のための方策

[bookmark: _Toc410916169]１）相談支援
■相談支援内容
	項　目
	実施内容

	相談支援事業者
	○障がいのある人や障がいのある人の支援を行う人などからの相談に応じ、必要な情報の提供等や、権利擁護のために必要な援助を行うことにより、障がいのある人が自立した日常生活または社会生活を営むことができるようにすることを目的としています。

	自立支援協議会
	○相談支援事業をはじめとする地域の障がい福祉に関するシステムづくりのために、中核的な役割を果たします。



■必要な量の見込み
	項　目
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	相談支援事業者
	箇所
	3
	3
	3

	自立支援協議会
	実施回数
	2
	2
	3



■相談支援見込量確保の方策
・相談支援事業者の内容充実を検討するとともに、関係機関との連携を強化し、総合的な相談・支援体制の充実を図ります。
・自立支援協議会については相談支援の機能強化やネットワーク整備など多方面から地域生活を支援します。
・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。

[bookmark: _Toc410916170]２）成年後見制度利用支援事業

■サービス内容
	サービスの種別
	実施内容

	成年後見制度利用支援事業
	○障がい福祉サービスの利用の観点から成年後見制度を利用することが有用であると認められる障がい者で成年後見制度の利用に要する費用について助成します。



■必要な量の見込み
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	成年後見制度利用支援事業
	人
	7
	8
	8



■成年後見制度利用支援事業見込量確保の方策
・関係機関と連携して、判断能力の不十分な人が不利益を受けないよう、必要に応じて、成年後見制度の活用に努めます。


[bookmark: _Toc410916171]３）成年後見制度法人後見支援事業

■サービス内容
	サービスの種別
	実施内容

	成年後見制度法人後見支援事業
	○成年後見制度に於ける後見等の業務を適正に行うことができる法人を確保できる体制を整備し、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援します。



■必要な量の見込み
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	成年後見制度法人後見支援事業
	実施の有無
	なし
	なし
	あり



■成年後見制度法人後見支援事業見込量確保の方策
・地域の実情に応じて、広域的に研修を実施し、障がいのある人の権利擁護を図ることに努めます。

[bookmark: _Toc410916172]４）意思疎通支援事業

■サービス内容
	サービスの種別
	実施内容

	意思疎通支援事業
	○聴覚障がいのため、意思の伝達に支援が必要な人に対して、手話通訳者、要約筆記者等を派遣する事業です。



■必要な量の見込み（1か月当たり）
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	手話通訳者派遣事業
	人
	37
	41
	45

	要約筆記者派遣事業
	人
	2
	2
	3

	手話通訳者設置事業
	人
	2
	2
	2



■意思疎通支援事業見込量確保の方策
・障害者関係団体、社会福祉協議会などとの連携により、地域における手話通訳者や手話奉仕員、要約筆記者の養成に努めるとともに、通訳者等を確保し、きめ細かなサービス提供体制を整備していきます。



[bookmark: _Toc410916173]５）日常生活用具給付等事業

■サービス内容
	サービスの種別
	実施内容

	日常生活用具の給付等事業
	○日常生活上の便宜を図るため、重度の障がい者に特殊寝台や特殊マット、入浴補助用具などを給付する事業です。



■必要な量の見込み（1か年当たり）
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	介護訓練支援用具
	件
	17
	18
	20

	自立生活支援用具
	件
	28
	30
	33

	在宅療養等支援用具
	件
	22
	24
	27

	情報・意思疎通支援用具
	件
	24
	27
	29

	排せつ管理支援用具
	件
	2,516
	2,767
	3,044

	住宅生活動作補助用具
	件
	7
	7
	8



■日常生活用具給付等事業見込量確保の方策
・障がいの状況や程度の変化等、ニーズに応じ、適切できめ細かな給付等に努めるとともに、利用を促進するための周知に努めます。
・支給対象品目、耐用年数、給付基準額などについて必要に応じて見直しを検討します。
・難病のある人にサービスが提供されるよう相談および支援を実施します。

[bookmark: _Toc410916174]６）移動支援事業

■サービス内容
	サービスの種別
	実施内容

	移動支援事業
	○社会生活上必要不可欠な外出及び余暇活動等の社会参加のための外出の際の移動を支援する事業です。



■必要な量の見込み（1か月当たり）
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	移動支援
	実利用者数
	121
	133
	146

	
	延べ利用時間
	1,307
	1,437
	1,581



■移動支援事業見込量確保の方策
・ニーズに応じた適切なサービスを利用できるよう、事業者へ専門的人材の確保及びその質的向上を図るよう働きかけるとともに、多様な対象者に対する移動支援の柔軟な実施等、事業内容の充実を図ります。


[bookmark: _Toc410916175]７）地域活動支援センター事業

■サービス内容
	サービスの種別
	実施内容

	地域活動支援センター事業
（地域活動支援センター機能強化事業）
	○地域の実情に応じ、創作的活動又は生産活動の機会の提供、社会との交流の促進等の便宜を供与する地域活動支援センターの機能を充実強化し、障がい者等の地域生活支援の促進を図る事業です。
・基礎的事業：
利用者に対し創作的活動、生産活動の機会の提供等地域の実情に応じた支援を行います。
・機能強化事業：
専門職員（精神保健福祉士等）を配置し、医療・福祉及び地域の社会基盤との連携強化のための調整、地域住民ボランティア育成、障がいに対する理解促進を図るための普及啓発等の事業を行います。（Ⅰ型）
地域において雇用・就労が困難な在宅障がい者に対し、機能訓練、社会適応訓練、入浴等のサービスを行います。（Ⅱ型）
地域の障がい者のための援護対策として地域の障害者団体等が実施する通所による援護事業を行います。（Ⅲ型）




■必要な量の見込み（1か月当たり）
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	機能強化事業（Ⅰ型）
	箇所
	1
	1
	1

	
	利用者数
	53
	56
	59

	機能強化事業（Ⅱ型）
	箇所
	0
	0
	0

	
	利用者数
	0
	0
	0

	機能強化事業（Ⅲ型）

	
	市内
	箇所
	5
	5
	5

	
	
	利用者数
	74
	74
	74

	
	市外
	箇所
	4
	4
	4

	
	
	利用者数
	10
	10
	10



■地域活動支援センター事業見込量確保の方策
・障がいのある人等に創作的活動又は生産活動の機会を提供し、社会との交流の促進などを図るため、地域活動支援センター事業者を支援していきます。


[bookmark: _Toc410916176]８）その他

①　訪問入浴サービス事業
■サービス内容
	サービスの種別
	実施内容

	訪問入浴サービス事業
	○自宅において家族だけでは入浴が困難な重度の身体障がい者を対象に、移動入浴車による訪問入浴を行う事業です。



■必要な量の見込み
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	訪問入浴サービス事業
	利用実人数／月
	17
	18
	19



■訪問入浴サービス事業見込量確保の方策
・従来事業の継続によって、ニーズへの対応と着実な実施を図りつつ、事業の充実に努めます。

②　日中一時支援事業
■サービス内容
	サービスの種別
	実施内容

	日中一時支援事業
	○家族の就労支援や家族の一時的な休息を目的に、障がい者などの日中における活動の場を提供する事業です。



■必要な量の見込み
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	日中一時支援
事業
	利用実人数／月
	132
	145
	156

	
	延利用日数／年
	7,854
	8,639
	9,503



■日中一時支援事業見込量確保の方策
・専門的な人材の確保及びサービスの質的な向上を図るよう引き続き事業者に働きかけ、安定した供給の確保に努め、障がい児者の日中の居場所の確保や家族の負担軽減・就労などを支援します。




③　生活サポート事業
■サービス内容
	サービスの種別
	実施内容

	生活サポート事業
	○障害支援区分非該当の障がいのある人に対し家事援助を行うことにより、地域での自立した生活を推進します。



■必要な量の見込み（1か月当たり）
	サービス名
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	生活サポート事業
	箇所
	1
	1
	1

	
	利用者数
	1
	1
	1



■生活サポート事業見込量確保の方策
・従来事業の継続によって、ニーズへの対応と着実な実施を図りつつ、事業の充実に努めます。


④　社会参加促進事業
■サービス内容
	項　目
	実施内容

	社会参加促進事業
	○スポーツ教室、座間・海老名二市合同障害者運動会の開催
○障がい者の作品発表の場の提供
○点字・音声による広報等の提供を、関係機関、障害者団体等と連携を図りながら行い、障がいのある人の社会参加を促進します。



■必要な量の見込み
	項　目
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	スポーツ・レクリエーション教室開催等事業
	箇所
	2
	2
	2

	芸術・文化講座開催等事業
	箇所
	2
	2
	2

	点字・声の広報等発行事業
	件
	1
	1
	1



■社会参加促進事業見込量確保の方策
・関係機関、障害者団体等と連携を図りながら、引き続き障がいのある人の社会参加を促進します。




⑤　自動車運転免許証取得・改造事業
■サービス内容
	項　目
	実施内容

	自動車運転免許証取得・改造事業
	○自動車免許取得に要する費用の一部を助成し、障がいのある人の就労等社会活動への参加を促進します。また、身体障がいのある人が自立した生活、社会活動への参加および就労に伴い、自らが所有し運転する自動車を改造する場合に改造に要する経費を助成します。



■必要な量の見込み（1か年当り）
	項　目
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	障害者自動車運転免許取得費助成事業
	人
	3
	3
	3

	身体障害者用自動車改造費助成事業
	人
	5
	5
	5



■自動車運転免許証取得・改造事業見込量確保の方策
・従来事業を継続し、ニーズへの対応と着実な実施を図り、社会活動への参加を促進します。

⑥　就労支援相談員設置事業
■サービス内容
	項　目
	実施内容

	就労支援相談員設置事業
	○就労を希望する障がいのある人の相談に応じ、個々のニーズに応じた就労先を紹介するため、市に就労支援相談員を配置します。



■必要な量の見込み
	項　目
	単位
	平成27年度
	平成28年度
	平成29年度

	就労支援相談員設置事業
	人
	1
	1
	1



■就労支援相談員設置事業見込量確保の方策
・従来事業を継続し、引き続き自立支援協議会や関係機関と連携を図りながら職場開拓に努めます。








[bookmark: _Toc410916177]第７章　計画の推進及び評価第７章　計画の推進及び評価


[bookmark: _Toc410916178]１　計画の推進体制

[bookmark: _Toc410916179]１）関係機関・団体との連携

障害者福祉施策は、広範囲な分野にわたることから、本計画を推進していくにあたり、庁内関係部局、関係機関・団体、障がい者等と連携を図りながら、総合的に取り組みます。
その中で、地域における障がい者を支えるネットワークの核となる「地域自立支援協議会」による中立・公平な相談支援事業の実施や、地域の関係機関の連携強化、社会資源の開発・改善、本計画の推進に必要な事項の検討・着実な進行管理に努めます。

[bookmark: _Toc410916180]２）障害保健福祉圏域における連携

必要な障害福祉サービス量の確保やより効果的な事業展開のため、広域的に対応することが望ましい事業については、可能な限り近隣市との連携を図り施策の推進に努めます。

[bookmark: _Toc410916181]２　計画の進行管理及び評価

この計画に掲げた施策の進行管理は、「座間市地域自立支援協議会」で行い、計画の全体的な調整は「座間市地域保健福祉サービス推進委員会」で行います。
本計画の施策やサービスの実効性を高めるため、計画の評価・見直しを行う機関として「座間市地域自立支援協議会」を位置づけるとともに、庁内による施策の進捗状況や数値目標等の評価を行います。
障害福祉計画については、国の基本指針に即して、計画期間の各年度におけるサービス見込み量のほか、平成2９年度末の目標値の達成状況を点検及び評価し、計画の見直しを実施します。
また、障がいのある人のニーズや社会経済状況等の変化等を踏まえて、必要に応じ、計画を見直すこととします。


[bookmark: _Toc410916182]資料編

[bookmark: _Toc410916183]１　委員会名簿

（１）座間市地域保健福祉サービス推進委員会委員名簿

	№
	規則第３条による分類
	選出母体、役職等
	氏　名
	備考

	1
	保健医療団体又は機関
	座間市医師会
	中川　正行
	　

	2
	
	座間市歯科医師会　理事
	米澤　弘明
	　

	3
	福祉団体
	座間市障害者団体連合会　副会長
	加藤　興和
	　

	4
	
	健康ざま普及員連絡協議会　会長
	今津　　武
	　

	5
	
	座間市社会福祉協議会　会長
	大友　　奉
	会長

	6
	
	座間市民生委員児童委員協議会会長
	島村　利明
	　

	7
	社会福祉事業に従事する者
	アガペ壱番館　施設長
	田中　誠一
	副会長

	8
	
	特別養護老人ホームサライ　施設長
	久保田　芳洋
	　

	9
	学識経験者
	和泉短期大学　専任講師
	佐久間　志保子
	　

	10
	
	元 座間市教育委員長
	佐藤　節子
	　

	11
	公募市民
	　
	城条　洋子
	　

	12
	その他市長が必要と認める者
	関係行政機関
	厚木保健福祉事務所　保健福祉部長
	北原　　稔
	　

	13
	
	ボランティア団体
	子育てサークル「ハグハグ」　代表
	稲垣　文野
	　

	14
	
	
	座間市ボランティア連絡協議会 会長
	長谷川　昌夫
	　





（２）座間市地域自立支援協議会委員名簿

	№
	区　分
	所　属
	職
	氏　名
	備　考

	1
	障害者支援施設
	アガペセンター
	施設長
	坂口　健
	会長

	2
	小規模施設等連絡協議会
	地域活動支援センターウィンディーザマ
	所長
	相澤　延江
	　

	3
	障害福祉
サービス事業者
	社会福祉法人慈湧会
	副理事長
	草間　幸子
	　

	4
	
	座間市社協在宅サービス事業所
	管理者
	川島　正史
	　

	5
	就労
	厚木公共職業安定所
	所長
	梶谷　敏夫
	　

	6
	
	県央地域就労援助センターぽむ
	所長
	柳川　圭介
	副会長

	7
	教育
	神奈川県立座間養護学校
	校長
	妹尾　浩
	　

	8
	当事者
	座間市障害者団体連合会
	会長
	鈴木　孝幸
	　

	9
	専門相談機関
	厚木児童相談所
	子ども
相談課長
	福間　徹
	　

	10
	
	厚木保健福祉事務所
	保健予防課長
	小田　薫
	　

	11
	医療
	相模台クリニック
	院長
	丸　香奈恵
	　

	12
	事務局
	障がい福祉課長
	課長
	土屋　寿美
	　







（３）座間市障害者計画等策定作業部会委員名簿

	№
	種別
	団体名
	職名
	氏名

	1
	障害者団体連合会
	座間市身体障害者協会
	副会長
	平塚　智明

	2
	
	座間市視覚障害者協会
	理事
	今村　秀治

	3
	
	座間市聴覚障害者協会
	役員
	桑原　章一

	4
	
	座間市腎友会
	会長
	西浦　滋容

	5
	
	座間市手をつなぐ育成会
	会長
	福村　幸江

	6
	
	座間市重度障害児の会（ゆいま～る）
	理事長
	津田　真弓

	7
	
	座間地区自閉症児・者親の会（座間やまびこ）
	会長
	外川　裕美

	8
	
	座間市精神障がい者家族会（サポートざま）
	副会長
	森岩　州治

	9
	事業所
	座間市小規模障害者施設等連絡協議会
	会長
	野原　美幸

	10
	
	NPO法人　宝島
	理事長
	井上　陽子

	11
	
	座間市障害者入所施設建設促進会
	理事長
	安藤　美智子
（代理　小池三四子）

	12
	
	ワーカーズ・コレクティブ　こかげ
（地域活動支援センター）
	理事長
	武尾　昌子

	13
	
	あすか（居宅介護事業所）
	管理者
	村上　宗晴

	14
	
	ベストケア（居宅介護事業所）
	代表者
	伊井　妙子

	15
	
	いずみの郷（就労継続支援事業所）
	施設長
	宮代　純一








（４）座間市障害者計画等策定委員会委員名簿

	№
	所属
	職
	氏名

	1
	企画財政部財政課
	係　長
	大木　秀樹

	2
	市民部安全防災課
	主　査
	坂本　真二

	3
	環境経済部商工観光課
	主　査
	木村　章仁

	4
	健康部健康づくり課
	主査（保健師）
	小比田　協子

	5
	福祉部福祉長寿課
	主　査
	金子　史恵

	6
	福祉部子育て支援課
	副主幹兼児童係長
	杉浦　光子

	7
	都市部都市計画課
	技幹兼都市計画係長
	中里　由樹

	8
	教育部教育指導課
	副主幹
	浜田　佐織

	9
	福祉部障がい福祉課
	課　長
	土屋　寿美

	10
	
	主幹兼障がい福祉係長
	田原　順子

	11
	
	主　事
	市川　康二






（５）政策会議構成員名簿

	№
	役職
	氏　名
	備考

	1
	市　長
	遠藤　三紀夫
	座長

	2
	副市長
	小俣　　博
	　

	3
	教育長
	金子　槇之輔
	　

	4
	特定政策推進室長
	森田　敬真
	　

	5
	企画財政部長
	佐藤　伸一郎
	　

	6
	総務部長
	三浦　　康　
	　

	7
	市民部長
	野本　利之
	　

	8
	環境経済部長
	岩野　修一
	　

	9
	健康部長
	柴田　浩一
	　

	10
	福祉部長
	髙面　敏弘　
	　

	11
	都市部長
	関田　好光
	　

	12
	会計管理者
	山本　隆和
	　

	13
	上下水道部長
	田原　克巳
	　

	14
	消防長
	篠崎　光平
	　

	15
	議会事務局長
	黒沢　輝明
	　

	16
	教育部長
	大澤　明彦
	　

	17
	選挙管理委員会事務局長
	関戸　良信
	　

	18
	監査委員事務局長
	内田　美保子
	　

	19
	参事兼秘書課長
	山田　光洋
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	項目
	解説

	ア行
	アスペルガー症候群
	広い意味で「自閉症」に含まれるひとつのタイプで、知的な発達や言葉の発達に遅れのない状態。対人関係の不器用さが見られる。

	　
	育成医療
	身体に障がいのある児童の健全な育成を図るため行われる生活能力を得るために必要な医療。

	　
	意思疎通支援
	聴覚、言語機能、音声機能、視覚等の障がいのため、意思疎通を図ることに支障がある障がい者等に、手話通訳等の方法により、障害者と他者との意思疎通を支援する手話通訳者等の派遣等を行い、意思疎通の円滑化を図ること。

	　
	一般就労
	通常の雇用形態のことで、労働基準法および最低賃金法に基づく雇用関係による企業への就労をいう。「福祉的就労」に対する用語として使用される。

	　
	移動支援
	屋外での移動が困難な障がい者等に対して、社会生活において必要な外出や余暇活動等の社会参加のための外出時の移動を支援すること。 

	　
	WEB119（ウェブ119）
	聴覚や言語に障がいのある方のための新しい緊急通報システムで、スマートフォン・携帯電話のインターネット接続機能を利用して、簡単な操作で素早く119番通報することができる。

	カ行
	ガイドヘルパー
	主に、障がい者に対し外出時の移動の介護等外出時の付き添いを専門に行うホームヘルパー。重度の視覚障がい者や脳性まひ者等全身性障がい者、知的障がい者、精神障がい者において、社会生活上外出が不可欠なとき、余暇活動等社会参加のための外出をするとき、適当な付き添いを必要とする場合に派遣される。

	　
	学習障害
	基本的には全般的な知的発達に遅れはないが、聞く、話す、読む、書く、計算する又は推論する能力のうち特定のものの習得と使用に著しい困難を示す様々な状態。

	　
	学齢児ムーブメント
	保育士や社会福祉士、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、臨床心理士、看護師の指導による集団遊びや運動遊びなどの中で、日常生活動作を習得し、社会性を身に付け、集団生活の適応を図る

	　
	カラーバリアフリー
	色覚障害の人に対し配慮や工夫することによって誰もがわかりやすいデザインにすること。

	　
	強度行動障害
	激しい不安や興奮、混乱の中で、多動、自傷、異食などの行動上の問題が強く頻繁にあらわれて、日常生活が著しく困難な状態をいう。

	　
	筋萎縮性側索硬化症（ALS）
	筋肉を動かし、運動を行うための神経（運動ニューロン）が障害される病気。神経の命令が伝わらないことによって、必要な筋肉がだんだん縮み、力が弱くなっていく。原因不明の進行性の病気で、難病にも指定されている。

	　
	筋ジストロフィー
	筋肉そのものに遺伝性の異常があり、徐々に筋肉の破壊が生じるさまざまな疾患の総称。筋肉の拘縮、骨格の変形などが生じ、重症例では、歩行不能、呼吸機能障害などを引き起こす。

	　
	グループホーム（共同生活援助）
	認知症高齢者や障がい者等が、家庭的な環境と地域住民との交流の下、住み慣れた環境で、自立した生活を継続できるように、少人数で共同生活を営む住居。障害者総合支援法においては「共同生活援助」のことをいう。

	　
	ケアホーム（共同生活介護）
	2014(平成26)年から、ケアホーム（共同生活介護）はグループホーム（共同生活援助）に統合されています。 

	　
	計画相談支援
	障害福祉サービスまたは地域相談支援を利用するすべての障がい者に対し、相談支援専門員がサービス利用のための支援や調整を行い、サービス等利用計画案を作成し、また、サービス等の利用状況の検証を行い、計画の見直しを行う。

	　
	権利擁護
	自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な障がい者等に代わって、援助者が代理としてその権利やニーズ獲得を行うことをいう。

	　
	高機能自閉症
	自閉症と同じ特徴があるが、知的発達の遅れを伴わないもの。

	　
	更生医療
	身体障がい者の自立と社会経済活動への参加の促進を図るために行われる更生のために必要な医療。以前は、身体障害者福祉法に基づく制度であったが、2006（平成18）年4月からは、障害者自立支援法（現・障害者総合支援法）の施行に伴い、自立支援医療の一種として位置づけられている。 

	　
	高次脳機能障害
	外傷性脳損傷、脳血管障がい等により脳に損傷を受け、その後遺症として生じた記憶障がい、注意障がい、社会的行動障がいなどの認知障がい等のこと。高次脳機能障がい者への支援としては、障害者総合支援法による都道府県地域生活支援事業において、高次脳機能障害支援普及事業が実施されており、高次脳機能障がい者への相談支援及び支援体制の整備が図られている。 

	　
	合理的配慮　
	障がい者と障がい者でない人との均等な機会の確保の支障となっている事情を改善するための措置や、均等な待遇の確保や障がい者の有する能力の有効な発揮の支障となっている事情を改善するための措置のこと 。
障害者の権利に関する条約において「障害者が他の者と平等にすべての人権及び基本的自由を享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であって、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の負担を課さないものをいう。」と定義されている。

	サ行
	サービス等利用計画
	障害者総合支援法において、障害福祉サービスを適切に利用することができるよう、障がい者のニーズや置かれている状況等をふまえ、最も適切なサービスの組み合わせ等について検討し作成する計画。指定特定相談支援事業者が作成する。 

	　
	災害時要援護者名簿
	災害時における避難誘導や安否確認等の支援を迅速かつ円滑に行うため、災害時に自力で避難ができず、周りの支援を必要とする人の名簿。地域や関係機関で情報を共有する。

	　
	座間あんしんセンター
	認知症高齢者や障がい者に、福祉サービスの利用手続き、公共料金などの支払手続き、重要な書類の管理などを支援するサービスを行う

	　
	自閉症
	① 社会性の問題、② コミュニケーションの問題、③ 特定の活動や興味、想像力の範囲の著しい限局性の３つの領域に発達の偏りがある状態。具体的には、相手の気持ちや抽象的なことを理解することが苦手、オウム返し、やり方や手順に極端なこだわりなどが見られる。

	　
	障害支援区分
	市町村が障害福祉サービスの種類や量などを決定するための判断材料の一つとして、障がいの多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度合を総合的に示す区分。

	　
	障害者基本法
	障害者施策を推進する基本原則とともに、施策全般について基本的事項を定めた法律。法律の対象となる障害を身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む）その他の心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものと定義している。国、地方公共団体等の責務を明らかにするとともに、医療、介護、年金、教育、療育、雇用、生活環境の整備等、障害者に関わる施策の基本となる事項を定め、障害者の自立と社会、経済、文化、その他あらゆる分野の活動への参加の促進を規定し、「完全参加と平等」を目指すことを目的としている。

	　
	障害者総合支援法
	「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」の略称。
障害者自立支援法に代わって、2013（平成25）年4月1日から新たに施行される法律。障害者基本法を踏まえた基本理念を新たに設けたほか、障がい者の範囲に難病等を追加するなどの見直しがされた。

	　
	障害福祉サービス
	障害福祉サービスは国により提供される全国一律の福祉サービスで、訪問調査による利用者の障害支援区分（１～６）や、社会活動、介護者、居住等の状況をふまえて個別に支給決定が行われる。

	　
	ジョブコーチ
	障がい者が職場に適応することを容易にするため、職場に派遣されるなど、きめ細やかな支援を行う者をいう。障がい者が円滑に就労できるように、職場内外の支援環境を整える。「職場適応援助者」ともいう。

	　
	自立支援医療（精神通院医療）
	精神障がい者の適正な医療の普及を図るため、精神障がい者に対し、病院等へ入院することなく行われる精神障がいの医療。

	　
	自立支援給付
	障害者総合支援法に基づいた社会保障サービスで、介護給付、訓練等給付、自立支援医療、補装具で構成される。サービス内容により、国による「障害福祉サービス」と市町村による「地域生活支援事業」の二つに分かれて提供される。

	　
	自立支援協議会
	障がい者の地域における自立生活を支援していくため、関係機関・団体、障がい者・その家族、障害福祉サービス事業者や医療・教育・雇用を含めた関係者が、地域の課題を共有し、地域の支援体制の整備について協議を行う場で、地方公共団体が単独または共同して設置する。自立支援協議会を設置した都道府県及び市区町村は、障害福祉計画を定め、または変更しようとする場合、あらかじめ自立支援協議会の意見を聴くよう努めなければならない。 

	　
	身体障害者手帳
	身体障害者福祉法に定める障害程度に該当すると認められた場合に本人（15歳未満は、その保護者）の申請に基づいて交付されるもので、各種のサービスを受けるための証明となる。手帳の等級には、障害の程度により1級から6級がある。 

	　
	精神障害者保健福祉手帳
	一定の精神障害の状態にあることを証明するもので、本人の申請に基づいて交付される。手帳を取得することで、各種のサービスが受けやすくなる。手帳の有効期間は2年で、障害の程度により1級から3級がある。

	　
	成年後見制度
	認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者など、判断能力が不十分であるために法律行為における意思決定が不十分または困難な者について、その判断力を補い保護支援する制度。法定後見制度と任意後見制度の二つからなる。

	　
	相談支援
	障害者総合支援法において、「相談支援」とは、「基本相談支援」、「地域相談支援」及び「計画相談支援」のことをいう。
・基本相談支援及び地域相談支援のいずれも行う事業を「一般相談支援事業」といい、基本相談支援及び計画相談支援のいずれも行う事業を「特定相談支援事業」という。
・「基本相談支援」とは、地域の障がい者等の福祉に関する各般の問題につき、障がい者等、障がい児の保護者又は障がい者等の介護を行う者からの相談に応じ、必要な情報の提供及び助言を行い、指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を総合的に供与することをいう。
・「地域相談支援」とは、地域移行支援及び地域定着支援をいう。
・「計画相談支援」とは、サービス利用支援及び継続サービス利用支援をいう。

	タ行
	地域移行支援
	障害者総合支援法において、障がい者支援施設、のぞみの園等に入所している障がい者または精神科病院に入院している精神障がい者に対する住居の確保その他地域生活に移行するための相談等を行う。

	　
	地域活動支援センター
	障がい者を対象とする通所施設の一つ。地域の実情に応じ、創作的な活動や生産活動の機会の提供、社会との交流促進等の便宜を供与し、障がい者の自立した地域生活を支援する場。

	　
	地域生活支援拠点
	障がい者の高齢化・重度化や「親なき後」を見据え、相談（地域移行、親元からの自立等）、一人暮らしやグループホームの体験、緊急時の受入れや対応、専門の人材の確保や養成、地域の体制づくり（サービス拠点、コーディネーターの配置等）等を備えた拠点。

	　
	地域生活支援事業
	障がい者が個人としての尊厳にふさわしい日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じて地方自治体が柔軟に事業を行う。理解促進、意思疎通支援、成年後見制度利用支援、日常生活用具給付等がある。

	　
	地域定着支援
	障害者総合支援法において、居宅において単身生活をする障がい者に対する常時の連絡体制を確保し、緊急の事態等における相談等を行う。

	　
	地域防災計画
	災害対策基本法（第40条）に基づき、各地方自治体の長が、それぞれの防災会議に諮り、防災のために処理すべき業務などを具体的に定めた計画。

	　
	注意欠陥多動性障害（ADHD）
	「不注意」と「多動・衝動性」を主な特徴とする。注意が必要なときに集中が困難、じっとしていられない、しゃべりすぎと言われる多動性、考えるよりも先に動いてしまう突発的な行動がみられる衝動性などの特徴が見られる。

	　
	特別支援学級
	学校教育法に基づき小学校、中学校、高等学校及び中等教育学校に置くことができるとされている学級で、心身に障がいをもつ児童・生徒のために、そのニーズに応じた教育を行うことを目的とする。児童・生徒は障がいに応じた教科指導や障がいに起因する困難の改善・克服のための指導を受ける。対象となるのは、通常の学級での教育を受けることが適当とされた知的障がい、肢体不自由、身体虚弱、弱視、難聴、その他障がいのある者で特別支援学級において教育を行うことが適当なもの。

	　
	特別支援学校
	学校教育法に基づき、視覚障がい者、聴覚障がい者、知的障がい者、肢体不自由者または病弱者（身体虚弱者を含む。）に対して、幼稚園、小学校、中学校、高等学校に準ずる教育を行うとともに、障がいによる学習上または生活上の困難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授けることを目的に設置される学校。従来、盲学校、聾学校及び養護学校といった障がい種別に分かれて行われていた障がいを有する児童・生徒に対する教育について、障がい種にとらわれることなく個々のニーズに柔軟に対応した教育を実施するために、2006（平成18）年の学校教育法の改正により創設された。

	　
	特別支援教育
	障がいの種類や程度に応じ特別の場で指導を行っていた特殊教育を転換し、通常学級に在籍する学習障がい、注意欠陥多動性障がい、高機能自閉症等の児童・生徒も含め、一人ひとりの教育的ニーズを把握し、そのもてる力を高め、生活や学習上の困難を改善または克服するため、適切な指導及び必要な支援を行うもの。2006（平成18）年6月の学校教育法等の一部改正において具現化された。

	　
	トライアル雇用
	公共職業安定所の紹介により、障がいのある人をトライアル雇用（試行雇用）することで、障がいのある人に関する知識や経験のない事業所に本格的な障がい者雇用に取り組むきっかけ作りを進める事業。この制度は、職業経験、技能、知識などから就職が困難な求職者を一定期間試行雇用することにより、その適正な業務遂行可能性を見極め、求職者と求人者の相互理解を促進し、早期就職の実現や雇用機会の創出を図ることを目的としている。

	ナ行
	難病　
	発病の機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当該疾病にかかることにより長期にわたり療養を必要とすることとなるもの。障害者総合支援法では、難病等（難治性疾患克服研究事業の対象である130の疾患）も障がい者の定義に加えられた（2013（平成25）4月1日施行）。

	　
	日常生活用具
	障がい者等に対し、自立生活支援用具等の日常生活用具を給付又は貸与すること等により、日常生活の便宜を図る。

	　
	日中一時支援
	障がい者等の日中における活動を確保し、障がい者等の家族の就労支援及び障がい者等を日常的に介護している家族の一時的な休息を目的とするもので、事業所、障がい者支援施設、学校の空き教室等において、障がい者等に活動の場を提供し、見守り、社会に適応するための日常的な訓練等を行う。

	　
	ノーマライゼーション
	障がい者や高齢者など社会的に不利を負う人々を当然に包含するのが通常の社会であり、そのあるがままの姿で他の人々と同等の権利を享受できるようにするという考え方や方法。 

	ハ行
	発達障害
	発達の過程において、脳の機能に育ちにくい部分があったり、うまく働かなかったりして日常生活に何らかの支障がある状態。脳の機能の特徴なので、育て方や環境等によって発達障がいが発現するというものではない。主なものとして、アスペルガー症候群、学習障がい、高機能自閉症、自閉症、注意欠陥多動性障がいがある。

	　
	バリアフリー
	障壁（バリア）となるものを取り除くことをいう。床の段差を解消したり、手すりを設置するなどといったハード面だけではなく、近年では、すべての人の社会生活を困難にしている物理的、社会的、制度的、心理的なさまざまな障壁を除去するという意味で用いられてきている。 

	　
	ファミリーサポート事業
	保育園や幼稚園、小学校、児童ホームなど（保育施設）に通う子どもの送迎や預かりなど、子育ての手助けが必要な方をサポートする制度。

	　
	福祉教育
	国、地方公共団体、民間団体、ボランティア等が、主に住民を対象として福祉についての知識や理解、住民参加を促すために、講習、広報等の手段により行う教育のこと。近年においては、家族機能の低下、地域の連帯の喪失等の社会状況の変化に伴い、福祉教育の割合は大きくなりつつある。なお、学校においても、児童、生徒に対し、福祉教育がなされている。

	　
	福祉的就労
	一般就労（企業的就労）が困難な障がいのある人のために福祉的な観点に配慮された環境での就労。

	　
	法定雇用率
	障がい者の雇用の場を確保するため、常用労働者の数に対する一定割合（＝法定雇用率）の数の障がいのある人の雇用義務を事業主に課す制度。民間企業の法定雇用率は２．０％、国や地方公共団体等は２．３％。（平成２５年４月１日現在）

	　
	補装具
	身体の失われた部分や障がいのある部分を補って、日常生活や働くことを容易にする用具。盲人安全つえ、点字器、補聴器、義肢、車いす、歩行器など。

	マ行
	民生委員児童委員
	厚生労働大臣の委嘱により、住民の福祉の増進を図るため、社会奉仕の精神を持って、常に住民の立場に立って相談に応じ、必要な援助や情報提供を行い、社会福祉事業者や社会福祉活動を行う者と密接に連携し、関係行政機関の業務に協力する者。また、民生委員は児童及び妊産婦の福祉の増進を図るための活動を行う児童委員も充たる。

	　
	モニタリング
	障害福祉サービス・障害児通所支援の支給決定後、利用計画の内容が適切であるかどうかを判断するため行うもの。

	ヤ行
	優先調達推進法
	「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律」の略称。国や地方公共団体等が率先して障害者就労施設等からの物品等の調達を推進するよう、必要な措置を講じることを定めたもの。

	　
	ユニバーサルデザイン
	年齢、性別、身体、国籍など、人々が持つ様々な特性や違いを越えて、はじめから、できるだけすべての人が利用しやすい、すべての人に配慮した、環境、建物・施設、製品等のデザインをしていこうとする考え方。

	　
	要約筆記
	話し手の内容をつかんで、それを筆記して聴覚障がいのある人に伝えること。手書きやパソコンを使った方法などがある。

	ラ行
	リハビリテーション
	心身に障がいある者の全人間的復権を理念として、障がい者の能力を最大限に発揮させ、その自立を促すために行われる専門的技術をいう。

	　
	療育
	「療」は医療を、「育」は養育・保育・教育を意味し、障がいのある児童及びその家族、障がいに関し心配のある方等を対象として、障がいの早期発見・早期治療又は訓練等による障がいの軽減や基礎的な生活能力の向上を図るため、相談、指導、診断、検査、訓練等の支援を行なうこと。

	　
	療育手帳
	知的障がいがあると判定された人に対して交付されるもので、一貫した指導・相談を行うとともに、各種のサービスが受けやすくなる。地域によっては、「愛の手帳」「みどりの手帳」などの名称が使われ、障害程度の区分も各自治体によって異なる。
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座間市障害者計画・第四期障害福祉計画

発行日：平成27年3月
発行者：座間市
編　集：座間市福祉部障がい福祉課
〒252-8655　座間市緑ケ丘一丁目1番1号
電話　046-255-1111(代表)
手帳交付数	平成22年	平成23年	平成24年	平成25年	平成26年	3073	3273	3411	3466	3523	割合	平成22年	平成23年	平成24年	平成25年	平成26年	2.3611036411552733	2.507315877369042	2.6139733774743088	2.6544538304243601	2.7123994302652346	

ある	ない	わからない	無回答	0.34317343173431736	0.35424354243542433	0.28044280442804426	2.2140221402214021E-2	

ある	ない	わからない	無回答	0.18808510638297873	0.58638297872340428	0.18638297872340426	3.9148936170212763E-2	
ある	ない	わからない	無回答	0.37440758293838861	0.26540284360189575	0.31753554502369669	4.2654028436018961E-2	

相談業務・窓口の充実 	サービス利用の手続きの簡素化	制度やサービス等に関する情報提供の充実	保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	いろいろなボランティア活動の育成	保健・医療・福祉のサービスの充実	入所施設の整備	リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	職業訓練の充実や働く場所の確保	利用しやすい公共施設の整備・改善	障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	利用しやすい道路・建物等の整備・改善	障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	医療費助成の拡大	特にない	その他	無回答	0.34638297872340423	0.35829787234042554	0.37276595744680852	0.18468085106382978	0.1225531914893617	8.9361702127659579E-2	0.4093617021276596	0.22127659574468084	0.21617021276595744	6.6382978723404248E-2	0.14042553191489363	0.21021276595744681	0.1548936170212766	0.26808510638297872	0.22297872340425531	0.29872340425531912	0.17872340425531916	0.37702127659574469	6.4680851063829786E-2	3.3191489361702124E-2	0.1753191489361702	

１　相談業務・窓口の充実 	２　サービス利用の手続きの簡素化	３　制度やサービス等に関する情報提供の充実	４　保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	５　参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	６　いろいろなボランティア活動の育成	７　保健・医療・福祉のサービスの充実	８　入所施設の整備	９　リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	10　一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	11　職業訓練の充実や働く場所の確保	12　利用しやすい公共施設の整備・改善	13　障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	14　利用しやすい道路・建物等の整備・改善	15　障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	16　災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	17　障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	18　医療費助成の拡大	19　特にない	20　その他	21　無回答	0.55924170616113744	0.54502369668246442	0.55924170616113744	0.44075829383886256	0.26066350710900477	0.22748815165876776	0.4881516587677725	0.43127962085308058	0.30805687203791471	0.32701421800947866	0.43127962085308058	0.27962085308056872	0.26066350710900477	0.20853080568720378	0.45971563981042651	0.39336492890995262	0.44549763033175355	0.38388625592417064	3.3175355450236969E-2	3.3175355450236969E-2	5.2132701421800945E-2	

１　相談業務・窓口の充実 	２　サービス利用の手続きの簡素化	３　制度やサービス等に関する情報提供の充実	４　保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	５　参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	６　いろいろなボランティア活動の育成	７　保健・医療・福祉のサービスの充実	８　入所施設の整備	９　リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	10　一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	11　職業訓練の充実や働く場所の確保	12　利用しやすい公共施設の整備・改善	13　障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	14　利用しやすい道路・建物等の整備・改善	15　障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	16　災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	17　障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	18　医療費助成の拡大	19　特にない	20　その他	21　無回答	0.54981549815498154	0.46494464944649444	0.46125461254612549	0.31734317343173429	0.24354243542435425	0.14760147601476015	0.46863468634686345	0.22878228782287824	0.24723247232472326	0.17343173431734318	0.35793357933579334	0.25461254612546125	0.25461254612546125	0.1918819188191882	0.32472324723247231	0.2140221402214022	0.36900369003690037	0.5092250922509225	6.6420664206642069E-2	6.273062730627306E-2	8.1180811808118078E-2	

相談業務・窓口の充実 	サービス利用の手続きの簡素化	制度やサービス等に関する情報提供の充実	保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	いろいろなボランティア活動の育成	保健・医療・福祉のサービスの充実	入所施設の整備	リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	職業訓練の充実や働く場所の確保	利用しやすい公共施設の整備・改善	障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	利用しやすい道路・建物等の整備・改善	障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	医療費助成の拡大	特にない	その他	無回答	0.34638297872340423	0.35829787234042554	0.37276595744680852	0.18468085106382978	0.1225531914893617	8.9361702127659579E-2	0.4093617021276596	0.22127659574468084	0.21617021276595744	6.6382978723404248E-2	0.14042553191489363	0.21021276595744681	0.1548936170212766	0.26808510638297872	0.22297872340425531	0.29872340425531912	0.17872340425531916	0.37702127659574469	6.4680851063829786E-2	3.3191489361702124E-2	0.1753191489361702	
１　相談業務・窓口の充実 	２　サービス利用の手続きの簡素化	３　制度やサービス等に関する情報提供の充実	４　保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	５　参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	６　いろいろなボランティア活動の育成	７　保健・医療・福祉のサービスの充実	８　入所施設の整備	９　リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	10　一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	11　職業訓練の充実や働く場所の確保	12　利用しやすい公共施設の整備・改善	13　障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	14　利用しやすい道路・建物等の整備・改善	15　障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	16　災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	17　障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	18　医療費助成の拡大	19　特にない	20　その他	21　無回答	0.55924170616113744	0.54502369668246442	0.55924170616113744	0.44075829383886256	0.26066350710900477	0.22748815165876776	0.4881516587677725	0.43127962085308058	0.30805687203791471	0.32701421800947866	0.43127962085308058	0.27962085308056872	0.26066350710900477	0.20853080568720378	0.45971563981042651	0.39336492890995262	0.44549763033175355	0.38388625592417064	3.3175355450236969E-2	3.3175355450236969E-2	5.2132701421800945E-2	

１　相談業務・窓口の充実 	２　サービス利用の手続きの簡素化	３　制度やサービス等に関する情報提供の充実	４　保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	５　参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	６　いろいろなボランティア活動の育成	７　保健・医療・福祉のサービスの充実	８　入所施設の整備	９　リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	10　一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	11　職業訓練の充実や働く場所の確保	12　利用しやすい公共施設の整備・改善	13　障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	14　利用しやすい道路・建物等の整備・改善	15　障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	16　災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	17　障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	18　医療費助成の拡大	19　特にない	20　その他	21　無回答	0.54981549815498154	0.46494464944649444	0.46125461254612549	0.31734317343173429	0.24354243542435425	0.14760147601476015	0.46863468634686345	0.22878228782287824	0.24723247232472326	0.17343173431734318	0.35793357933579334	0.25461254612546125	0.25461254612546125	0.1918819188191882	0.32472324723247231	0.2140221402214022	0.36900369003690037	0.5092250922509225	6.6420664206642069E-2	6.273062730627306E-2	8.1180811808118078E-2	

身の回りの介助や支援をしてくれる人がいない	いっしょに暮らす人がいない	適当な働き口がない	十分な収入が得られない	趣味や生きがいを持てない	生活するうえで必要な情報を得られない	自分の健康や体力に自信がない	家族など介助者の健康状態	隣人などとの関係	必要な保健・福祉・医療サービスが受けられない	将来にわたる生活の場（住居）、または施設があるかどうか	特に困っていることや不安なことはない	その他	無回答	5.1914893617021278E-2	5.0212765957446809E-2	6.8936170212765963E-2	0.18042553191489361	0.11148936170212766	0.04	0.43574468085106383	0.19914893617021276	1.9574468085106381E-2	3.4042553191489362E-2	0.15148936170212765	0.23404255319148937	5.9574468085106386E-2	9.6170212765957441E-2	

１　身の回りの介助や支援をしてくれる人がいない	２　いっしょに暮らす人がいない	３　適当な働き口がない	４　十分な収入が得られない	５　趣味や生きがいを持てない	６　生活するうえで必要な情報を得られない	７　自分の健康や体力に自信がない	８　家族など介助者の健康状態	９　隣人などとの関係	10　必要な保健・福祉・医療サービスが受けられない	11　将来にわたる生活の場（住居）、または施設があるかどうか	12　特に困っていることや不安なことはない	13　その他	14　無回答	3.7914691943127965E-2	1.4218009478672985E-2	0.11374407582938388	0.19431279620853081	6.1611374407582936E-2	3.7914691943127965E-2	0.13744075829383887	0.23696682464454977	9.004739336492891E-2	6.6350710900473939E-2	0.47867298578199052	0.15165876777251186	8.0568720379146919E-2	0.10900473933649289	

１　身の回りの介助や支援をしてくれる人がいない	２　いっしょに暮らす人がいない	３　適当な働き口がない	４　十分な収入が得られない	５　趣味や生きがいを持てない	６　生活するうえで必要な情報を得られない	７　自分の健康や体力に自信がない	８　家族など介助者の健康状態	９　隣人などとの関係	10　必要な保健・福祉・医療サービスが受けられない	11　将来にわたる生活の場（住居）、または施設があるかどうか	12　特に困っていることや不安なことはない	13　その他	14　無回答	6.6420664206642069E-2	4.4280442804428041E-2	0.2988929889298893	0.4059040590405904	0.26568265682656828	4.0590405904059039E-2	0.46863468634686345	0.12915129151291513	9.9630996309963096E-2	4.797047970479705E-2	0.26937269372693728	0.11070110701107011	4.4280442804428041E-2	4.0590405904059039E-2	

１　身の回りの介助や支援をしてくれる人がいない	２　いっしょに暮らす人がいない	３　適当な働き口がない	４　十分な収入が得られない	５　趣味や生きがいを持てない	６　生活するうえで必要な情報を得られない	７　自分の健康や体力に自信がない	８　家族など介助者の健康状態	９　隣人などとの関係	10　必要な保健・福祉・医療サービスが受けられない	11　将来にわたる生活の場（住居）、または施設があるかどうか	12　特に困っていることや不安なことはない	13　その他	14　無回答	6.6420664206642069E-2	4.4280442804428041E-2	0.2988929889298893	0.4059040590405904	0.26568265682656828	4.0590405904059039E-2	0.46863468634686345	0.12915129151291513	9.9630996309963096E-2	4.797047970479705E-2	0.26937269372693728	0.11070110701107011	4.4280442804428041E-2	4.0590405904059039E-2	

１　身の回りの介助や支援をしてくれる人がいない	２　いっしょに暮らす人がいない	３　適当な働き口がない	４　十分な収入が得られない	５　趣味や生きがいを持てない	６　生活するうえで必要な情報を得られない	７　自分の健康や体力に自信がない	８　家族など介助者の健康状態	９　隣人などとの関係	10　必要な保健・福祉・医療サービスが受けられない	11　将来にわたる生活の場（住居）、または施設があるかどうか	12　特に困っていることや不安なことはない	13　その他	14　無回答	3.7914691943127965E-2	1.4218009478672985E-2	0.11374407582938388	0.19431279620853081	6.1611374407582936E-2	3.7914691943127965E-2	0.13744075829383887	0.23696682464454977	9.004739336492891E-2	6.6350710900473939E-2	0.47867298578199052	0.15165876777251186	8.0568720379146919E-2	0.10900473933649289	

身の回りの介助や支援をしてくれる人がいない	いっしょに暮らす人がいない	適当な働き口がない	十分な収入が得られない	趣味や生きがいを持てない	生活するうえで必要な情報を得られない	自分の健康や体力に自信がない	家族など介助者の健康状態	隣人などとの関係	必要な保健・福祉・医療サービスが受けられない	将来にわたる生活の場（住居）、または施設があるかどうか	特に困っていることや不安なことはない	その他	無回答	5.1914893617021278E-2	5.0212765957446809E-2	6.8936170212765963E-2	0.18042553191489361	0.11148936170212766	0.04	0.43574468085106383	0.19914893617021276	1.9574468085106381E-2	3.4042553191489362E-2	0.15148936170212765	0.23404255319148937	5.9574468085106386E-2	9.6170212765957441E-2	

１　進学したい	２　専門学校や職業訓練校などに通いたい	３　地域活動支援センターへ訓練や作業に通いたい　	４　就労移行支援・就労継続支援Ａ型・Ｂ型で働きたい	５　障がい者の雇用が多い職場で働きたい	６　会社や役所で働きたい	７　自宅でできる仕事をしたい	８　働きたくない	９　その他	10　無回答	0	2.5000000000000001E-2	0.125	0.05	0.125	0.05	0.1	0.15	0.125	0.25	

１　進学したい	２　専門学校や職業訓練校などに通いたい	３　地域活動支援センターへ訓練や作業に通いたい　	４　就労移行支援・就労継続支援Ａ型・Ｂ型で働きたい	５　障がい者の雇用が多い職場で働きたい	６　会社や役所で働きたい	７　自宅でできる仕事をしたい	８　働きたくない	９　その他	10　無回答	6.5789473684210523E-2	6.5789473684210523E-2	0.18421052631578946	7.8947368421052627E-2	0.17105263157894737	3.9473684210526314E-2	0	2.6315789473684209E-2	0.14473684210526316	0.22368421052631579	

進学したい	専門学校や職業訓練校などに通いたい	地域活動支援センターへ訓練や作業に通いたい　	就労移行支援・就労継続支援Ａ型・Ｂ型で働きたい	障がい者の雇用が多い職場で働きたい	会社や役所で働きたい	自宅でできる仕事をしたい	働きたくない	その他	無回答	5.185185185185185E-2	7.4074074074074077E-3	2.9629629629629631E-2	1.4814814814814815E-2	2.9629629629629631E-2	2.2222222222222223E-2	7.407407407407407E-2	0.14074074074074075	0.19259259259259259	0.43703703703703706	
収入が少ない	通勤が大変	仕事の内容が障がいの程度にあっていない	職場での身分や処遇が不安定	周囲の障がいに対する理解が不足している	自分の思ったことが伝えられない	障がい者用の設備（トイレなど）が整っていない	特に悩みや不安はない	その他	無回答	0.39487179487179486	0.2	5.6410256410256411E-2	9.2307692307692313E-2	0.1076923076923077	7.6923076923076927E-2	4.1025641025641026E-2	0.31794871794871793	7.179487179487179E-2	6.1538461538461542E-2	
１　収入が少ない	２　通勤が大変	３　仕事の内容が障がいの程度にあっていない	４　職場での身分や処遇が不安定	５　周囲の障がいに対する理解が不足している	６　自分の思ったことが伝えられない	７　障がい者用の設備（トイレなど）が整っていない	８　特に悩みや不安はない	９　その他	10　無回答	0.48484848484848486	0.21212121212121213	1.5151515151515152E-2	7.575757575757576E-2	0.15151515151515152	0.27272727272727271	1.5151515151515152E-2	0.30303030303030304	1.5151515151515152E-2	9.0909090909090912E-2	

１　収入が少ない	２　通勤が大変	３　仕事の内容が障がいの程度にあっていない	４　職場での身分や処遇が不安定	５　周囲の障がいに対する理解が不足している	６　自分の思ったことが伝えられない	７　障がい者用の設備（トイレなど）が整っていない	８　特に悩みや不安はない	９　その他	10　無回答	0.59259259259259256	0.20370370370370369	0.18518518518518517	0.20370370370370369	0.18518518518518517	0.20370370370370369	3.7037037037037035E-2	0.14814814814814814	0.1111111111111111	1.8518518518518517E-2	

障がいのある人の就労を支援する相談窓口	専門的な支援員の設置	障がいのある人に対する職業教育	事業主や職場の仲間の理解	職場施設内の設備面におけるバリアフリーの充実	通勤における道路や公共交通などのバリアフリーの充実	障がいの状態に応じた短時間労働など	その他	特にない	無回答	0.34297872340425534	0.18468085106382978	0.22042553191489361	0.35148936170212763	0.22127659574468084	0.23234042553191489	0.30723404255319148	4.170212765957447E-2	0.16085106382978723	0.23063829787234041	
１　障がいのある人の就労を支援する相談窓口	２　専門的な支援員の設置	３　障がいのある人に対する職業教育	４　事業主や職場の仲間の理解	５　職場施設内の設備面におけるバリアフリーの充実	６　通勤における道路や公共交通などのバリアフリーの充実	７　障がいの状態に応じた短時間労働など	８　その他	９　特にない	10　無回答	0.61611374407582942	0.49763033175355448	0.43601895734597157	0.64454976303317535	0.22748815165876776	0.21800947867298578	0.40284360189573459	5.6872037914691941E-2	8.0568720379146919E-2	7.582938388625593E-2	

１　障がいのある人の就労を支援する相談窓口	２　専門的な支援員の設置	３　障がいのある人に対する職業教育	４　事業主や職場の仲間の理解	５　職場施設内の設備面におけるバリアフリーの充実	６　通勤における道路や公共交通などのバリアフリーの充実	７　障がいの状態に応じた短時間労働など	８　その他	９　特にない	10　無回答	0.54612546125461259	0.3837638376383764	0.37269372693726938	0.50553505535055354	0.1070110701107011	9.9630996309963096E-2	0.47970479704797048	0.11070110701107011	0.11070110701107011	0.10332103321033211	

１　相談業務・窓口の充実 	２　サービス利用の手続きの簡素化	３　制度やサービス等に関する情報提供の充実	４　保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	５　参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	６　いろいろなボランティア活動の育成	７　保健・医療・福祉のサービスの充実	８　入所施設の整備	９　リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	10　一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	11　職業訓練の充実や働く場所の確保	12　利用しやすい公共施設の整備・改善	13　障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	14　利用しやすい道路・建物等の整備・改善	15　障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	16　災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	17　障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	18　医療費助成の拡大	19　特にない	20　その他	21　無回答	0.54981549815498154	0.46494464944649444	0.46125461254612549	0.31734317343173429	0.24354243542435425	0.14760147601476015	0.46863468634686345	0.22878228782287824	0.24723247232472326	0.17343173431734318	0.35793357933579334	0.25461254612546125	0.25461254612546125	0.1918819188191882	0.32472324723247231	0.2140221402214022	0.36900369003690037	0.5092250922509225	6.6420664206642069E-2	6.273062730627306E-2	8.1180811808118078E-2	

１　相談業務・窓口の充実 	２　サービス利用の手続きの簡素化	３　制度やサービス等に関する情報提供の充実	４　保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	５　参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	６　いろいろなボランティア活動の育成	７　保健・医療・福祉のサービスの充実	８　入所施設の整備	９　リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	10　一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	11　職業訓練の充実や働く場所の確保	12　利用しやすい公共施設の整備・改善	13　障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	14　利用しやすい道路・建物等の整備・改善	15　障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	16　災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	17　障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	18　医療費助成の拡大	19　特にない	20　その他	21　無回答	0.55924170616113744	0.54502369668246442	0.55924170616113744	0.44075829383886256	0.26066350710900477	0.22748815165876776	0.4881516587677725	0.43127962085308058	0.30805687203791471	0.32701421800947866	0.43127962085308058	0.27962085308056872	0.26066350710900477	0.20853080568720378	0.45971563981042651	0.39336492890995262	0.44549763033175355	0.38388625592417064	3.3175355450236969E-2	3.3175355450236969E-2	5.2132701421800945E-2	

相談業務・窓口の充実 	サービス利用の手続きの簡素化	制度やサービス等に関する情報提供の充実	保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	いろいろなボランティア活動の育成	保健・医療・福祉のサービスの充実	入所施設の整備	リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	職業訓練の充実や働く場所の確保	利用しやすい公共施設の整備・改善	障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	利用しやすい道路・建物等の整備・改善	障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	医療費助成の拡大	特にない	その他	無回答	0.34638297872340423	0.35829787234042554	0.37276595744680852	0.18468085106382978	0.1225531914893617	8.9361702127659579E-2	0.4093617021276596	0.22127659574468084	0.21617021276595744	6.6382978723404248E-2	0.14042553191489363	0.21021276595744681	0.1548936170212766	0.26808510638297872	0.22297872340425531	0.29872340425531912	0.17872340425531916	0.37702127659574469	6.4680851063829786E-2	3.3191489361702124E-2	0.1753191489361702	
１　地域での活動や交流を積極的に行い、地域社会とつながりを持ちたい	２　積極的ではないが、できる限り社会とつながりを持ちたい	３　できれば自分一人や家族だけで暮らしたい	４　分からない	５　その他	６　無回答	6.1946902654867256E-2	0.45575221238938052	0.2168141592920354	0.23893805309734514	1.7699115044247787E-2	8.8495575221238937E-3	

１　地域での活動や交流を積極的に行い、地域社会とつながりを持ちたい	２　積極的ではないが、できる限り社会とつながりを持ちたい	３　できれば自分一人や家族だけで暮らしたい	４　分からない	５　その他	６　無回答	8.8235294117647065E-2	0.4264705882352941	0.20588235294117646	0.19852941176470587	7.3529411764705881E-3	7.3529411764705885E-2	

地域での活動や交流を積極的に行い、地域社会とつながりを持ちたい	積極的ではないが、できる限り社会とつながりを持ちたい	できれば自分一人や家族だけで暮らしたい	分からない	その他	無回答	0.13132400430570507	0.48116254036598494	0.193756727664155	0.13347685683530677	1.3993541442411194E-2	4.6286329386437029E-2	
いる	いない	相談する必要がない	無回答	0.62361623616236161	0.29151291512915128	2.9520295202952029E-2	5.5350553505535055E-2	

いる	いない	相談する必要がない	無回答	0.78672985781990523	0.11374407582938388	3.3175355450236969E-2	6.6350710900473939E-2	

いる	いない	相談する必要がない	無回答	0.63234042553191494	0.1702127659574468	0.10978723404255319	8.7659574468085102E-2	
家族、親類	市役所、保健所、児童相談所の職員	民生委員、児童委員	就労先の職員	障がい者支援施設等	診療所や病院の医師	社会福祉協議会	障害者団体の会員	ホームヘルパー	友人、知人	職場や学校関係者	相談支援事業者の職員	市役所の各種市民相談	その他	無回答	0.73372781065088755	0.10059171597633136	5.9171597633136093E-3	9.4674556213017749E-2	0.16568047337278108	0.45562130177514792	2.3668639053254437E-2	1.1834319526627219E-2	2.9585798816568046E-2	0.30177514792899407	4.7337278106508875E-2	9.4674556213017749E-2	5.9171597633136092E-2	0.10650887573964497	0	

家族、親類	市役所、保健所、児童相談所の職員	民生委員、児童委員	就労先の職員	障がい者支援施設等	診療所や病院の医師	社会福祉協議会	障害者団体の会員	ホームヘルパー	友人、知人	職場や学校関係者	相談支援事業者の職員	市役所の各種市民相談	その他	無回答	0.82772543741588156	6.7294751009421269E-2	2.5572005383580079E-2	1.3458950201884253E-2	8.748317631224764E-2	0.1695827725437416	3.7685060565275909E-2	2.4226110363391656E-2	6.7294751009421269E-2	0.21399730820995963	3.7685060565275909E-2	2.9609690444145357E-2	4.4414535666218037E-2	5.518169582772544E-2	1.2113055181695828E-2	
家族、親類	市役所、保健所、児童相談所の職員	民生委員、児童委員	就労先の職員	障がい者支援施設等	診療所や病院の医師	社会福祉協議会	障害者団体の会員	ホームヘルパー	友人、知人	職場や学校関係者	相談支援事業者の職員	市役所の各種市民相談	その他	無回答	0.73493975903614461	0.15662650602409639	6.024096385542169E-3	0.16265060240963855	0.31927710843373491	0.18072289156626506	1.2048192771084338E-2	4.2168674698795178E-2	1.8072289156626505E-2	0.1746987951807229	0.18674698795180722	7.8313253012048195E-2	2.4096385542168676E-2	8.4337349397590355E-2	0	

１　相談業務・窓口の充実 	２　サービス利用の手続きの簡素化	３　制度やサービス等に関する情報提供の充実	４　保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	５　参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	６　いろいろなボランティア活動の育成	７　保健・医療・福祉のサービスの充実	８　入所施設の整備	９　リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	10　一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	11　職業訓練の充実や働く場所の確保	12　利用しやすい公共施設の整備・改善	13　障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	14　利用しやすい道路・建物等の整備・改善	15　障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	16　災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	17　障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	18　医療費助成の拡大	19　特にない	20　その他	21　無回答	0.54981549815498154	0.46494464944649444	0.46125461254612549	0.31734317343173429	0.24354243542435425	0.14760147601476015	0.46863468634686345	0.22878228782287824	0.24723247232472326	0.17343173431734318	0.35793357933579334	0.25461254612546125	0.25461254612546125	0.1918819188191882	0.32472324723247231	0.2140221402214022	0.36900369003690037	0.5092250922509225	6.6420664206642069E-2	6.273062730627306E-2	8.1180811808118078E-2	

１　相談業務・窓口の充実 	２　サービス利用の手続きの簡素化	３　制度やサービス等に関する情報提供の充実	４　保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	５　参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	６　いろいろなボランティア活動の育成	７　保健・医療・福祉のサービスの充実	８　入所施設の整備	９　リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	10　一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	11　職業訓練の充実や働く場所の確保	12　利用しやすい公共施設の整備・改善	13　障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	14　利用しやすい道路・建物等の整備・改善	15　障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	16　災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	17　障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	18　医療費助成の拡大	19　特にない	20　その他	21　無回答	0.55924170616113744	0.54502369668246442	0.55924170616113744	0.44075829383886256	0.26066350710900477	0.22748815165876776	0.4881516587677725	0.43127962085308058	0.30805687203791471	0.32701421800947866	0.43127962085308058	0.27962085308056872	0.26066350710900477	0.20853080568720378	0.45971563981042651	0.39336492890995262	0.44549763033175355	0.38388625592417064	3.3175355450236969E-2	3.3175355450236969E-2	5.2132701421800945E-2	

相談業務・窓口の充実 	サービス利用の手続きの簡素化	制度やサービス等に関する情報提供の充実	保健や福祉の専門的な人材の育成と資質の向上	参加しやすいスポーツ、サークル、文化活動の充実	いろいろなボランティア活動の育成	保健・医療・福祉のサービスの充実	入所施設の整備	リハビリ・生活訓練・職業訓練等の通所施設の整備	一人ひとりの個性を活かした保育・教育内容の充実	職業訓練の充実や働く場所の確保	利用しやすい公共施設の整備・改善	障がいの有無にかかわらず、市民同士がふれあう機会や場の充実	利用しやすい道路・建物等の整備・改善	障がいに配慮した公営住宅やグループホーム・ケアホームの整備等、生活の場の確保	災害の時の連絡や避難等の支援を行う体制の整備	障がい者に対する理解を深めるための福祉教育や広報活動の充実	医療費助成の拡大	特にない	その他	無回答	0.34638297872340423	0.35829787234042554	0.37276595744680852	0.18468085106382978	0.1225531914893617	8.9361702127659579E-2	0.4093617021276596	0.22127659574468084	0.21617021276595744	6.6382978723404248E-2	0.14042553191489363	0.21021276595744681	0.1548936170212766	0.26808510638297872	0.22297872340425531	0.29872340425531912	0.17872340425531916	0.37702127659574469	6.4680851063829786E-2	3.3191489361702124E-2	0.1753191489361702	
１　県や市の広報・ホームページやガイドブック	２　新聞、雑誌	３　テレビ、ラジオ、インターネット	４　家族や友人	５　市役所、保健所、児童相談所	６　社会福祉協議会	７　地域活動支援センター等の障がい者支援施設や福祉関連施設	８　学校、職場	９　病院などの医療機関	10　障害者団体	11　その他	12　無回答	0.30996309963099633	0.12177121771217712	0.25830258302583026	0.25092250922509224	0.35793357933579334	3.3210332103321034E-2	0.21771217712177121	1.4760147601476014E-2	0.36900369003690037	3.3210332103321034E-2	7.7490774907749083E-2	5.5350553505535055E-2	

１　県や市の広報・ホームページやガイドブック	２　新聞、雑誌	３　テレビ、ラジオ、インターネット	４　家族や友人	５　市役所、保健所、児童相談所	６　社会福祉協議会	７　地域活動支援センター等の障がい者支援施設や福祉関連施設	８　学校、職場	９　病院などの医療機関	10　障害者団体	11　その他	12　無回答	0.34123222748815168	0.11848341232227488	0.17061611374407584	0.34597156398104267	0.34597156398104267	4.2654028436018961E-2	0.35071090047393366	0.1895734597156398	0.12322274881516587	0.16587677725118483	2.3696682464454975E-2	6.6350710900473939E-2	

県や市の広報・ホームページやガイドブック	新聞、雑誌	テレビ、ラジオ、インターネット	家族や友人	市役所、保健所、児童相談所	社会福祉協議会	地域活動支援センター等の障がい者支援施設や福祉関連施設	学校、職場	病院などの医療機関	障害者団体	その他	無回答	0.41531914893617022	0.20510638297872341	0.24765957446808512	0.19744680851063831	0.27319148936170212	7.5744680851063825E-2	0.1225531914893617	1.872340425531915E-2	0.22127659574468084	6.3829787234042548E-2	4.170212765957447E-2	0.1251063829787234	
できる	できない	分からない	無回答	0.39148936170212767	0.35319148936170214	0.19234042553191488	6.2978723404255324E-2	
できる	できない	分からない	無回答	0.26066350710900477	0.46919431279620855	0.25592417061611372	1.4218009478672985E-2	

できる	できない	分からない	無回答	0.47970479704797048	0.14391143911439114	0.34686346863468637	2.9520295202952029E-2	

希望する	希望しない	分からない	登録している	無回答	0.14760147601476015	0.34686346863468637	0.41328413284132842	1.4760147601476014E-2	7.7490774907749083E-2	

希望する	希望しない	分からない	登録している	無回答	0.32227488151658767	0.1895734597156398	0.35545023696682465	6.1611374407582936E-2	7.1090047393364927E-2	

希望する	希望しない	分からない	登録している	無回答	0.26553191489361699	0.22127659574468084	0.31914893617021278	3.1489361702127662E-2	0.1625531914893617	
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２　計画策定の経過

（１）　座間市地域保健福祉サービス委員会

開催年月日 内　　容

平成26年1月10日 計画策定のためのアンケート調査概要について

平成26年8月25日 計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について

平成26年11月6日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成27年1月29日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(案)について

平成27年3月20日 座間市障害者計画及び障害福祉計画について

（２）　座間市地域自立支援協議会

開催年月日 内　　容

平成26年3月17日 計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について

平成26年9月25日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成26年11月5日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成27年3月18日 座間市障害者計画及び障害福祉計画について

（３）　座間市地域自立支援協議会事務局会議

開催年月日 内　　容

平成26年9月12日 計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について

平成26年10月30日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成27年3月3日 座間市障害者計画及び障害福祉計画について

（４）　座間市障害者計画等策定作業部会

開催年月日 内　　容

平成26年10月3日 計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について

平成26年10月21日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成27年2月25日 座間市障害者計画及び障害福祉計画について

（５）　座間市障害者計画等策定委員会

開催年月日 内　　容

平成26年10月21日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

（６）　政策会議

開催年月日 内　　容

平成26年12月22日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について

平成27年2月13日 座間市障害者計画及び障害福祉計画(案)について
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（１）　アンケート調査の概要

①調査対象　　身体障害者手帳所持者　2,000人

療育手帳所持者　　　　　450人

精神障害者手帳所持者　　550人

②調査期間　平成25年11月1日～11月30日(集計対象は12月末日到着分まで)

③調査内容　生活実態、サービスの利用、就労、社会参加等

④回収状況 種類 配布数 有効回収数 有効回収率

身体障がい者 2,000 1,175 58.8%

知的障がい者 450 211 46.9%

精神障がい者 550 271 49.3%

合計 3,000 1,657 55.2%

（２）　団体ヒアリング調査の概要

①調査対象 障害者団体、サービス事業者等 　13団体

・身体障害者協会 ・手をつなぐ育成会

・聴覚障害者協会 ・重症障害児者の会（ゆいまーる）

・視覚障害者協会 ・自閉症児者親の会(座間やまびこ)

・腎友会 ・精神障害者家族会(サポートざま)

・社福）日本キリスト教奉仕団 ・社福）慈湧会

・小規模障害者等施設連絡会 ・NPO）障害者入所施設建設促進会

・てまりホームヘルプサービス

②調査期間 平成26年8月14日、8月27日

③調査内容 障がい者に対する理解、環境、就労、保健、医療等全般

（３）　パブリックコメントの概要

①対象者

②募集期間 平成26年12月26日～平成27年1月26日

③提出方法 持参、郵送、ファクシミリ、メール

④提出者数 なし

⑤意見総数 ０　件

身体・知的 54問　　精神 55問

市内在住、在勤、在学者

市内に事務所・事業所を有する法人またはその他の団体

公募事案に利害関係を有する方


Microsoft_Excel_Worksheet1.xlsx
サービス委員会

		◆　資　料　編 シ リョウ ヘン

		１　委員会名簿 イインカイ メイボ



		（１）座間市地域保健福祉サービス推進委員会委員名簿



		№		規則第３条による分類 キソク ダイ ジョウ ブンルイ				選出母体、役職等 ボタイ		氏　名 シ メイ		備考 ビコウ

		1		保健医療団体又は機関				座間市医師会		中川　正行

		2						座間市歯科医師会　理事 リジ		米澤　弘明 コメ サワ ヒロシ アキラ

		3		福祉団体				座間市障害者団体連合会　副会長 フク		加藤　興和 カ フジ コウ ワ

		4						健康ざま普及員連絡協議会　会長		今津　　武 コン ツ タケシ

		5						座間市社会福祉協議会　会長		大友　　奉		会長 カイチョウ

		6						座間市民生委員児童委員協議会会長		島村　利明 シマ ムラ トシ アキラ

		7		社会福祉事業に従事する者				アガペ壱番館　施設長 イチバンカン		田中　誠一		副会長 フクカイチョウ

		8						特別養護老人ホームサライ　施設長		久保田　芳洋

		9		学識経験者				和泉短期大学　専任講師 イズミ タンキ ダイガク センニン コウシ		佐久間　志保子 サクマ シホコ

		10						元 座間市教育委員長		佐藤　節子 サ フジ セツ コ

		11		公募市民						城条　洋子 ジョウ ジョウ ヨウコ

		12		その他市長が必要と認める者 タ シチョウ ヒツヨウ ミト モノ		関係行政機関 カンケイ ギョウセイ キカン		厚木保健福祉事務所　保健福祉部長		北原　　稔

		13				ボランティア団体		子育てサークル「ハグハグ」　代表		稲垣　文野

		14						座間市ボランティア連絡協議会 会長		長谷川　昌夫







自立支援協議会

		（２）座間市地域自立支援協議会委員名簿 ザマシ チイキ ジリツ シエン キョウギカイ イイン メイボ



		№		区　分 ク ブン		所　属 トコロ ゾク		職 ショク		氏　名 シ メイ		備　考 ソナエ コウ

		1		障害者支援施設 ショウガイシャ シエン シセツ		アガペセンター		施設長		坂口　健		会長 カイチョウ

		2		小規模施設等連絡協議会		地域活動支援センターウィンディーザマ		所長		相澤　延江

		3		障害福祉
サービス事業者 ショウガイ フクシ ジギョウシャ		社会福祉法人慈湧会		副理事長		草間　幸子

		4				座間市社協在宅サービス事業所		管理者		川島　正史

		5		就労 シュウロウ		厚木公共職業安定所		所長		梶谷　敏夫

		6				県央地域就労援助センターぽむ		所長		柳川　圭介		副会長 フクカイチョウ

		7		教育 キョウイク		神奈川県立座間養護学校 カナガワケン リツ ザマ ヨウゴ ガッコウ		校長		妹尾　浩

		8		当事者 トウジシャ		座間市障害者団体連合会		会長		鈴木　孝幸

		9		専門相談機関 センモン ソウダン キカン		厚木児童相談所		子ども相談課長		福間　徹

		10				厚木保健福祉事務所		保健予防課長		小田　薫

		11		医療 イリョウ		相模台クリニック		院長		丸　香奈恵 マル カ ナ エ

		12		事務局 ジムキョク		障がい福祉課長 ショウ フクシ カ チョウ		課長		土屋　寿美





作業部会

		（３）座間市障害者計画等策定作業部会委員名簿 ザマ シ ショウガイ シャ ケイカク トウ サクテイ サギョウ ブカイ イイン メイボ



		№		種別 シュベツ		団体名 ダンタイ メイ		職名 ショク メイ		氏名 シメイ

		1		障害者団体連合会 ショウガイシャ ダンタイ レンゴウカイ		座間市身体障害者協会 ザマシ シンタイ ショウガイシャ キョウカイ		副会長 フクカイチョウ		平塚　智明 ヒラツカ トモアキ

		2				座間市視覚障害者協会 ザマシ シカク ショウガイシャ キョウカイ		理事 リジ		今村　秀治 イマムラ ヒデハル

		3				座間市聴覚障害者協会 ザマシ チョウカク ショウガイシャ キョウカイ		役員 ヤクイン		桑原　章一 クワハラ ショウイチ

		4				座間市腎友会 ザマシ ジンユウカイ		会長 カイチョウ		西浦　滋容 ニシウラ シゲル ヨウ

		5				座間市手をつなぐ育成会 ザマシ テ イクセイカイ		会長 カイチョウ		福村　幸江 フクムラ ユキエ

		6				座間市重度障害児の会（ゆいま～る） ザマシ ジュウド ショウガイ ジ カイ		理事長 リジチョウ		津田　真弓

		7				座間地区自閉症児・者親の会（座間やまびこ） ザマ チク ジヘイショウ ジ シャ オヤ カイ ザマ		会長 カイチョウ		外川　裕美 トガワ ユミ

		8				座間市精神障がい者家族会（サポートざま） ザマ シ セイシン ショウ シャ カゾク カイ		副会長 フクカイチョウ		森岩　州治 モリ イワ シュウジ

		9		事業所 ジギョウショ		座間市小規模障害者施設等連絡協議会 ザマシ ショウキボ ショウガイシャ シセツ トウ レンラク キョウギカイ		会長 カイチョウ		野原　美幸 ノハラ ミユキ

		10				NPO法人　宝島 ホウジン タカラジマ		理事長 リジチョウ		井上　陽子 イノウエ ヨウコ

		11				座間市障害者入所施設建設促進会 ザマシ ショウガイシャ ニュウショ シセツ ケンセツ ソクシン カイ		理事長 リジチョウ		安藤　美智子
（代理　小池三四子） アンドウ ミチコ

		12				ワーカーズ・コレクティブ　こかげ
（地域活動支援センター） チイキ カツドウ シエン		理事長 リジチョウ		武尾　昌子 タケオ マサコ

		13				あすか（居宅介護事業所） キョタク カイゴ ジギョウショ		管理者 カンリシャ		村上　宗晴 ムラカミ ムネハル

		14				ベストケア（居宅介護事業所）		代表者 ダイヒョウシャ		伊井　妙子 イイ タエコ

		15				いずみの郷（就労継続支援事業所） サト シュウロウ ケイゾク シエン ジギョウショ		施設長 シセツチョウ		宮代　純一 ミヤダイ ジュンイチ





策定委員会

		（４）座間市障害者計画等策定委員会委員名簿 ザマ シ ショウガイ シャ ケイカク トウ イイン メイボ



		№		所属 ショゾク		職 ショク		氏名 シメイ

		1		企画財政部財政課		係　長 カカリ チョウ		大木　秀樹

		2		市民部安全防災課		主　査 オモ サ		坂本　真二

		3		環境経済部商工観光課		主　査 オモ サ		木村　章仁

		4		健康部健康づくり課		主査（保健師） シュサ ホケン シ		小比田　協子

		5		福祉部福祉長寿課		主　査 オモ サ		金子　史恵

		6		福祉部子育て支援課		副主幹兼児童係長 フクシュカン ケン ジドウ カカリチョウ		杉浦　光子

		7		都市部都市計画課		技幹兼都市計画係長 ギカン ケン トシ ケイカク カカリチョウ		中里　由樹

		8		教育部教育指導課		副主幹 フクシュカン		浜田　佐織

		9		福祉部障がい福祉課		課　長 カ チョウ		土屋　寿美 ツチ ヤ トシミ

		10				主幹兼障がい福祉係長 シュカン ケン ショウ チョウ		田原　順子 タハラ ジュンコ

		11				主　事 オモ ゴト		市川　康二 イチカワ ヤスジ







政策会議

				（５）政策会議構成員名簿 セイサク カイギ コウセイイン メイボ



				№		役職 ヤクショク		氏　名 シ メイ		備考 ビコウ

				1		市　長 シ チョウ		遠藤　三紀夫 エン フジ サンキ オット		座長 ザチョウ

				2		副市長 フクシチョウ		小俣　　博 コ マタ ヒロシ

				3		教育長 キョウイクチョウ		金子　槇之輔 カネコ マキ ノ スケ

				4		特定政策推進室長 トクテイ セイサク スイシン シツチョウ		森田　敬真 モリタ ケイ シン

				5		企画財政部長 キカク ザイセイ ブチョウ		佐藤　伸一郎 サトウ シンイチロウ

				6		総務部長 ソウム ブチョウ		三浦　　康　 ミウラ ヤスシ

				7		市民部長 シミン ブチョウ		野本　利之 ノモト トシユキ

				8		環境経済部長 カンキョウケイザイブ チョウ		岩野　修一 イワノ シュウイチ

				9		健康部長 ケンコウ ブチョウ		柴田　浩一 シバタ コウイチ

				10		福祉部長 フクシ ブチョウ		髙面　敏弘　 タ トシヒロ

				11		都市部長 トシ ブチョウ		関田　好光 セキタ ヨシミツ

				12		会計管理者 カイケイ カンリシャ		山本　隆和 ヤマ モト タカカズ

				13		上下水道部長 ジョウ ゲスイ ドウ ブチョウ		田原　克巳 タハラ カツミ

				14		消防長 ショウボウチョウ		篠崎　光平 シノザキ コウヘイ

				15		議会事務局長 ギカイ ジム キョクチョウ		黒沢　輝明 クロサワ テルアキ

				16		教育部長 キョウイク ブチョウ		大澤　明彦 オオサワ アキヒコ

				17		選挙管理委員会事務局長 センキョ カンリ イインカイ ジム キョクチョウ		関戸　良信 セキド ヨシノブ

				18		監査委員事務局長 カンサ イイン ジム キョクチョウ		内田　美保子 ウチダ ミホコ

				19		参事兼秘書課長 サンジ ケン ヒショ カチョウ		山田　光洋 ヤマダ ミツヒロ







策定経過

		２　計画策定の経過



		（１）　座間市地域保健福祉サービス委員会

				開催年月日		内　　容 ウチ カタチ

				41649.0		計画策定のためのアンケート調査概要について ケイカク サクテイ チョウサ ガイヨウ

				41876.0		計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について ケイカク サクテイ チョウサ ケッカ ケイカク ガイヨウ

				41949.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク ソアン

				42033.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画(案)について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク アン

				42083.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク





		（２）　座間市地域自立支援協議会 ザマシ チイキ ジリツ シエン キョウギカイ

				開催年月日		内　　容 ウチ カタチ

				41715.0		計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について ケイカク サクテイ チョウサ ケッカ ケイカク ガイヨウ

				41907.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク ソアン

				41948.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク ソアン

				42081.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク				未定 ミテイ





		（３）　座間市地域自立支援協議会事務局会議 ザマシ チイキ ジリツ シエン キョウギカイ ジムキョク カイギ

				開催年月日		内　　容 ウチ カタチ

				41894.0		計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について ケイカク サクテイ チョウサ ケッカ ケイカク ガイヨウ

				41942.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク ソアン

				42066.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク





		（４）　座間市障害者計画等策定作業部会 ザマシ ショウガイ シャ ケイカク トウ サクテイ サギョウ ブカイ

				開催年月日		内　　容 ウチ カタチ

				41915.0		計画策定のためのアンケート調査結果、計画概要について ケイカク サクテイ チョウサ ケッカ ケイカク ガイヨウ

				41933.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク ソアン

				42060.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク





		（５）　座間市障害者計画等策定委員会 ザマシ ショウガイ シャ ケイカク トウ サクテイ イインカイ

				開催年月日		内　　容 ウチ カタチ

				41933.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク ソアン



		（６）　政策会議 セイサク カイギ

				開催年月日		内　　容 ウチ カタチ

				41995.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画(素案)について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク ソアン

				42048.0		座間市障害者計画及び障害福祉計画(案)について ザマ シ ショウ ガイ シャ ケイカク オヨ ショウガイ フクシ ケイカク アン















意見聴取





		（１）　アンケート調査の概要 チョウサ ガイヨウ

				①調査対象　　 チョウサ タイショウ		身体障害者手帳所持者　2,000人

						療育手帳所持者　　　　　450人 リョウイク テチョウ ショジシャ ニン

						精神障害者手帳所持者　　550人 セイシン ショウガイ シャ テチョウ ショジシャ ニン

				②調査期間　 チョウサ キカン		平成25年11月1日～11月30日(集計対象は12月末日到着分まで) ヘイセイ ネン ガツ ニチ ガツ ニチ シュウケイ タイショウ ガツ マツジツ トウチャクブン

				③調査内容　 チョウサ ナイヨウ		生活実態、サービスの利用、就労、社会参加等 セイカツ ジッタイ リヨウ シュウロウ シャカイ サンカ ナド

						身体・知的 54問　　精神 55問 シンタイ チテキ

				④回収状況 カイシュウ ジョウキョウ		種類 シュルイ		配布数 ハイフ スウ		有効回収数 ユウコウ カイシュウ スウ		有効回収率 ユウコウ カイシュウ リツ

						身体障がい者 シンタイ ショウ シャ		2,000		1,175		58.8%

						知的障がい者 チテキ ショウ シャ		450		211		46.9%

						精神障がい者 セイシン ショウ シャ		550		271		49.3%

						合計 ゴウケイ		3,000		1,657		55.2%





		（２）　団体ヒアリング調査の概要 ダンタイ チョウサ ガイヨウ

				①調査対象 チョウサ タイショウ		障害者団体、サービス事業者等 　13団体 ショウガイシャ ダンタイ ジギョウシャ トウ ダンタイ

						・身体障害者協会 シンタイ ショウガイシャ キョウカイ				・手をつなぐ育成会 テ イクセイカイ

						・聴覚障害者協会 チョウカク ショウガイシャ キョウカイ				・重症障害児者の会（ゆいまーる） ジュウショウ ショウガイジ シャ カイ

						・視覚障害者協会 シカク ショウガイシャ キョウカイ				・自閉症児者親の会(座間やまびこ) ジヘイショウ ジ シャ オヤ カイ ザマ

						・腎友会 ジンユウカイ				・精神障害者家族会(サポートざま) セイシン ショウ ガイ シャ カゾク カイ

						・社福）日本キリスト教奉仕団 シャ フク ニホン キョウ ホウシ ダン				・社福）慈湧会 シャ フク ジ ユウ カイ

						・小規模障害者等施設連絡会 ショウキボ ショウガイシャ トウ シセツ レンラクカイ				・NPO）障害者入所施設建設促進会 ショウガイシャ ニュウショ シセツ ケンセツ ソクシン カイ

						・てまりホームヘルプサービス

				②調査期間 チョウサ キカン		平成26年8月14日、8月27日 ヘイセイ ネン ガツ カ ガツ ニチ

				③調査内容 チョウサ ナイヨウ		障がい者に対する理解、環境、就労、保健、医療等全般 ショウ シャ タイ リカイ カンキョウ シュウロウ ホケン イリョウ トウ ゼンパン





		（３）　パブリックコメントの概要 ガイヨウ

				①対象者 タイショウ シャ		市内在住、在勤、在学者
市内に事務所・事業所を有する法人またはその他の団体
公募事案に利害関係を有する方  シナイ ザイジュウ ザイキン ザイガク シャ

				②募集期間 ボシュウ キカン		平成26年12月26日～平成27年1月26日 ヘイセイ ネン ガツ ニチ ヘイセイ ネン ガツ ニチ

				③提出方法 テイシュツ ホウホウ		持参、郵送、ファクシミリ、メール ジサン ユウソウ

				④提出者数 テイシュツ シャ スウ		なし

				⑤意見総数		０　件 ケン
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